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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１） 教育に関する目標

① 教育プログラムの内容と方法に関する目標

【学部レベル】中
１）本学の個性的なマインド（ＫＩＴマインド）を醸成する科目の整備、提供

ねらい：本学が２１世紀に目指すテクノロジーを築くための土壌となる「科学と芸術の出会い」や歴史都市京都を背景とした感性の育成、更に環境共生マイ期
ンドなど本学（KIT）の個性的なマインド（KITマインド）の醸成を促す科目を整備、提供する。

２）異分野、境界領域等の知識の幅を広げるための科目の提供目
ねらい：人間をとりまく事物・事象を包括的、全体論的に捉え、新たなテクノロジーとして本学が目指すヒューマン・オリエンティッド・テクノロジーの基

になる知識の獲得を促す科目を提供する。標
３）国際的に通用する技術者教育プログラムの提供

ねらい：世界で活躍できる確かな力量を備えた人材を育成するための教育プログラムを整備、提供する。
４）学習目標に沿った体系的教育課程の提供

ねらい：上記教育目標を効果的に達成するために、現行の教科課程表、授業時間割表を全面的に見直し、整備するとともに、履修計画の参考となる推奨履修
メニューを提供する。

【大学院レベル】
１）学部、学内附属教育研究センター等との連携による専門教育効果の増大

ねらい：学部教育から大学院教育まで体系化された教育を進めるとともに、研究の幅を広げ、他専攻の学生や学部生との交流による刺激が得られるよう配慮
する。

２）境界領域や融合領域など新しい学問分野へのチャレンジ精神を高めるための科目の提供
ねらい：ヒューマン・オリエンティッド・テクノロジーに関する研究を促す科目を提供する。

３）国際的に活躍できる技術者・研究者の養成
ねらい：コミュニケーション能力と国際的視野を向上させる教育を実践する。

４）高度専門職業人の養成と社会人ブラッシュアップ教育の充実
ねらい：社会的要請の強い分野の高度専門職業人養成に特化した修士課程の設置を図る。また、既設の課程においても社会人学生への教育サービスを充実さ

せる施策を実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

１）教育プログラムの内容と方法に関（
する目標を達成するための措置

学部レベル

１）本学の個性的なマインド（KITマ
インド）を醸成する科目の整備、
提供に関する実施方策

ア）人間教養科目として 「科学と芸 ア） ○KIT教養科目群の「京の伝統と先端」群に「京の伝統工芸－知と美 （選択必修、 」
術 「京都の伝統と先端 「科学 本学の個性的なマインド（KITマイン ２単位）を新設するとともに、創造性豊かな国際的工科系専門技術者の育成を目」、 」、
技術と環境 「科学技術と倫理」 ド）を醸成する科目の整備を図るため、 的とした現代的教育ニーズ取組支援プログラムを実施した。」、
などの科目群を整備し、提供する。 KIT教養科目群の「京の伝統と先端」群

ⅰ）各科目群に３～４の科目（講義又 に「京の伝統－知と美－」を新設し、現
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は演習・実習 を整備し 提供する 代的教育ニーズ取組支援プログラムによ） 、 。
ⅱ）各科目群から１科目以上の単位取 る創造性豊かな国際的工科系専門技術者

得を義務づける。 の育成の実施を図る。

イ）KITマインドに関するテーマについ イ） ○「総合教育センター教育プログラム改革部会」において、テーマ（ 京都から発「
て論文を公募し 優秀者を表彰する 引き続き、KITマインドに関する論文 想する21世紀型科学技術 ）を定め、KITマインドに関する論文を募集した。２、 。 」

を学生から募集し、選考のうえ、優秀な 件の応募があったが、表彰には到らなかった。
ものについては表彰を行う。

ウ 上記措置は 平成16年度に準備し （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）） 、 、 。 。
平成17年度から実施する。

２）異分野、境界領域等の知識の幅を
広げるための科目の提供に関する
実施方策

ア）学科を超えて履修できる専門交流 ア） ○学域毎の特性を踏まえて学域内の専門交流科目群として開設した専門基礎科目群
科目群を提供する。 平成18年度に策定したカリキュラムに の２次配当科目を開講した。

ⅰ 生物・生命系 物質・材料系 基づき実施する。）「 」、「 」、
「生産・情報系 「造形・経営系」」、
などの専門交流科目群を提供する。
各科目群は２～３の専門講義科目

により構成する。
ⅱ）学生が所属する学科が提供する科

目群以外から１科目以上の単位取得
を義務づける。

イ）上記措置は、中期目標前期に準備 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
を進め、平成19年度から実施する。

３）国際的に通用する技術者教育プロ
グラムの提供に関する実施方策

ア）教育認定機構による教育基準や国 ア）－１ ○「機械システム工学科 「機械システム工学課程」及び「高分子学科」におい」、
際教育推奨基準に沿った教育プログ 機械システム工学科、機械システム工 て、JABEEの規格に準拠した教育を実施した。
ラムを提供する。 学課程及び高分子学科において、JABEE

ⅰ）JABEE（日本技術者教育認定機構） に準拠した教育を引き続き実施する。
コースの拡大を図る。

ⅱ）UNESCO-UIA推奨基準に沿った建築 ア）－２ ○「造形工学科 「造形工学課程」及び「建築設計学専攻」において、UNESCO-UI」、
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家教育プログラムを提供する。 UNESCO-UIA推奨基準に沿った建築家教 A推奨基準に沿った建築家教育プログラムを提供した。
育プログラムを造形工学科、造形工学課
程及び建築設計学専攻において、引き続
き提供する。

イ）専門基礎科目及び英語科目に全学 イ）－１ ○TOEICの成績を言語教育科目として単位認定するための認定方針を定めた。平成
共通の到達評価基準を導入する。こ 学生からの申告方法、認定方針を決定 19年度は40名から申請があり、単位認定を行った。
れに伴い、TOEIC等を組み入れた実 のうえ、TOEICの成績により、
践的な英語教育を展開する。 言語教育科目としての単位認定を行

ⅰ）英語の単位認定において、自己申 う。
告に基づきTOEIC等の成績を反映さ
せる。

（ 、 ） 「 」、ⅱ）大学院の入試にTOEIC等の成績を活 イ）－２ ○英語能力試験 TOEIC TOEFL等 の試験問題を教材とした Current English A
用する。 客観的な学力評価に耐え得る高度で柔 「Current English 」を２年次生を対象に開講した。それぞれ358名と220名がB

軟な英語理解力を身に付けさせ 受講した。
ることを目的に、TOEIC、TOEFL等の英
語能力試験の問題を教材とした「Curr
ent English A、B」を開講す
る。

イ）－３ ○平成17年度以降実施している交流協定締結大学であるリーズ大学（連合王国）で
交流協定締結大学であるリーズ大学 の短期集中語学研修（ 芸術と科学を学術的背景に持つ学生に適したアカデミッ「

（連合王国）での短期集中語学研 ク・イングリッシュ・プログラムを基本とする研修 ）を８月～９月 ４週間 に」 ( )
修を引き続き実施する。また、連合王 実施し、32名が参加した。
国以外の交流協定締結大学等での研修 また、連合王国以外での研修プログラムを検討するため、平成20年３月にオース
プログラムについても検討を開始す トラリア等の大学（クイーンズランド大学、シドニー工科大学）など５大学を調
る。 査した。

イ）－４ ○平成20年度入試で、新たに一般選抜で１専攻、推薦入学特別選抜で２専攻、外国
博士前期課程では、全専攻においてい 人留学生特別選抜で１専攻がTOEICの成績を活用した。

ずれかの選抜試験でTOEIC等の また、多様な志願者に対応するため、大学院工芸科学研究科のパンフレットを作
成績を活用することとなったが、今後 成して配付するとともに、大学院入試説明会を開催し、他大学出身者を対象とし
も未実施の選抜試験への活用の検討を た研究室見学を実施した。
継続するとともに、多様な志願者に対
応するためのきめ細かな取り扱い等に
ついて整理する。

ウ）上記措置は、平成16年度に準備を （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
開始し、平成17年度から順次実施す

。 、 ） ） 、る ただし ア のⅰ については
平成16年度から準備を進め、平成17
年度を目途にJABEE対応授業科目の
整備を行い、早期の認定申請を目指
す。

４）学習目標に沿った体系的教育課程
の提供に関する実施方策
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ア 後述の総合教育センターにおいて ア）－１ ○総合教育センターにおいて、本学学生の主な就職先企業120社に対し、教養教育） 、
科目の体系化、共通化を図り、教科 科学技術の動向や産業界等社会からの に関する調査を平成20年３月に実施し、工科系学生に対して産業界が求める教養
課程表を整備する。 ニーズに応え、より充実を図る 教育及び本学卒業生に対する評価、要望の聴取を実施した。カリキュラム全体の

ⅰ）全ての科目について、明確化、体 観点から、カリキュラムについて、外 評価・検証の平成20年度及び平成21年度実施を決定した。
系化、共通化の方向で見直しを行う 部有識者等による評価・検証を受け
とともに 授業時間割の整理を行い る。、 、
履修計画を立てやすいようにする。

ⅱ）卒業後に、産業界をはじめ社会の ア）－２ ○平成19年度から教養教育の必要性、重要性を明確にするため、履修要項に教養教
各分野において専門技術者として活 教養教育科目開講の目的を履修要項に 育科目開講の目的を記載した。
躍できるよう、また、研究者や高度 記載する。
専門職業人を目指す者にとっては大
学院進学など、多様な進路を想定し
た推奨履修メニューを提供する。

イ）上記措置は、平成16年度より着手 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
し、平成17年度から本格実施する。

大学院レベル

１）学部、学内附属教育研究センター
等との連携による専門教育効果の
増大に関する実施方策

ア）大学院の教科課程を学部教科課程 ア）－１ ○学部課程の人間教養科目（KIT教養科目）である「科学と芸術 「京の伝統と先」、
との連携も含めて総合的に整備す 学部課程の人間教養科目を大学院生に 端 「科学技術と環境 「科学技術と倫理 「ものづくりと技術戦略」科目群」、 」、 」、
る。 聴講推奨科目として引き続き提供する。 を聴講推奨科目として大学院生に提供した。平成19年度は12名が受講した。

ⅰ）専門分野の近い専攻群ごとに、大
学院共通科目を整備し、提供する。

ⅱ）大学院科目の一部を学部生にも提 ア）－２ ○卒業研究履修者を対象に博士前期課程11専攻から101科目を提供し、２名の学部
供し、大学院生・学部生双方の向学 卒業研究履修者を対象に、引き続き各 生がそれぞれ１科目を受講した。
心を高める。 専攻から受講可能な科目を提供する。

ⅲ）大学院レベルでも感性や知識の幅
を広げられるよう開講科目の履修に ア）－３ ○平成19年度履修要項に各専攻の人材養成の目的を記載した。
ついて引き続き配慮する。 各専攻の人材養成の目的を履修要項に

記載する。

イ）学内附属教育研究センター等と連 イ）－１ ○博士前期課程のカリキュラムの充実を図るため 「美術工芸資料館 「地域共同、 」、
携し、センター等提供科目の増加を 博士前期課程のカリキュラムの充実 研究センター 「 環境科学センター 「ショウジョウバエ遺伝資源センター 、」、 」、 」
図るとともに科目の位置づけを明確 を図るため、学内の教育研究センターと 「情報科学センター 「生物資源フィールド科学教育研究センター」及び「大」、
化して 教育研究の幅の拡大を図る 連携し、引き続き特色ある授業科目を提 学院ベンチャー・ラボラトリー」から、平成18年度に引き続き授業科目として７、 。

供する。 科目を提供した。

イ）－２ ○博士後期課程の各専攻共通科目として 「大学院ベンチャー・ラボラトリー」か、
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博士後期課程の各専攻共通科目とし ら、新たに「ベンチャーラボ特別演習」を提供した。
て、新たにベンチャーラボ特別演習を提
供する。

ウ）上記措置は、平成16年度より着手 （上記アイの年度計画を実施する ） （上記アイの年度計画を実施した ）。 。
し、平成17年度から本格実施する。

２）境界領域や融合領域など新しい学問
分野へのチャレンジ精神を高めるた
めの科目の提供に関する実施方策

ア）本学の重点領域研究や異分野・境界 ア） ○「情報工学専攻」と「デザイン科学専攻」を横断する科目「インタラクションデ
領域を重視した専攻横断科目を新た 専攻横断科目である「インタラクシ ザインⅠ 「インタラクションデザインⅡ」を開講し、講義と演習による実践」、
に提供する。 ョンデザインⅠ、Ⅱ」を引き続き開講 的な教育を行った。そのほか 「バイオベースポリマー」など全10科目を境界領、

する。 域や融合領域などの新しい学問領域に挑戦するための専攻横断科目として開講し
た。

イ 上記措置は 平成16年度に準備し （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）） 、 、 。 。
平成17年度から実施する。

３）国際的に活躍できる技術者・研究者
の養成に関する実施方策

ア）修士論文の英文概要の提出を義務化 ア） ○平成19年３月修了者の修士論文の英文概要を平成20年２月に大学ウェブサイトで
し、ホームページで公開する。 修士論文の英文概要を平成19年度から 公開した。

ホームページで公開する。

イ）国際学会等での発表を奨励するた イ）－１ ○国際的に活躍できる技術者・研究者を養成するため、平成17年度に開始した「国
め本学国際交流奨励基金等による経 平成17年度に開始した「国際基幹技術 際基幹技術者養成教育プログラム開発事業」を、平成18年度に引き続き次のとお
済的援助(現在３人程度)を充実し、 者養成教育プログラム開発事業」を継続 り実施した。
英語でのプレゼンテーション能力を し、次の事業を実施する。 ⅰ）カント大学、ホーチミン理科大学、ホーチミン工科大学（以上ベトナム 、）
向上させる。 ⅰ）主に途上国の協定締結大学に派遣 ラジャマンガラ工科大学タンヤブリ校、チュラロンコン大学（以上タイ）へ

す る教員に大学院生を帯同させ、相手 指導教員に帯同した大学院生合計11名を派遣して教育実践の補助をさせた。
先大学のカリキュラムの中で教育実践を ⅱ）リーズ大学デザイン学部、聖ジョージ医科大学、Victoria & Albert Museum
補助させることにより、実践的コミュニ （以上英国 、科学技術大学ドゥーエー校（フランス 、TEXAS A＆M UNIVER） ）
ケーション能力の養成に努める。 SITY、University of Guelph、カリフォルニア州立大学デービス校（以上ア

ⅱ）主に先進国の協定締結大学に大学 メリカ合衆国 、ブリティッシュコロンビア大学（カナダ 、香港理工大学） ）
院 生を派遣し、学外指導としての研究 （中華人民共和国）へ大学院生合計10名を派遣して、研究活動・技術開発な
指導を受けさせ、研究活動・技術開発な どに従事させた。
どに従事することにより、実践的コミュ
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ニケーション能力を養成する。

イ）－２ ○英語でのプレゼンテーション能力を向上させるため、本学独自の国際交流奨励基
英語でのプレゼンテーション能力を向 金の援助制度により、22名の大学院生を国際研究集会に派遣した（援助金額245

上させるため、大学院生の国際研究集会 万円 。）
における研究発表に対し、本学独自の国
際交流奨励基金による援助制度を引き続
き実施する。

ウ）ITを活用して、国内外教育研究機 ウ） ○平成20年３月に、交流協定校である嶺南大学（韓国）へ本学職員を派遣し、同大
関との相互教育交流を推進する。 引き続き、ITを利用した遠隔教育交流 学マルチメディア教育センターと本学情報科学センターとの間のテレビ会議の実

の実施に向けて、TV電話ネットワークを 証試験に成功した。また、アジアのいくつかの大学と、同様の実証試験の実施に
協定締結大学との間に構築するための協 ついて打診しているところである。
議を進める。

エ）上記措置は、平成16年度から実施 （上記ア、イ、ウの年度計画を実施す （上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）。
する。 る ）。

４）高度専門職業人の養成と社会人ブ
ラッシュアップ教育の充実に関す
る実施方策

ア）従来の研究重視型の大学院博士前 ア）－１ ○大学院博士前期課程「建築設計学専攻」の修士制作の審査に、海外から著名な建
期課程とは異なる、高度専門職業人 引き続き、大学院博士前期課程建築設 築家を外部審査員として招聘し 「キャンパスプラザ京都 「京都文化博物館」、 」、
の養成に適した修了要件の修士課程 計学専攻において、修士制作の審査に外 において、他大学の学生、市民にも公開して実施した。
を設置する。 部有識者を審査員に招へいし、公開で実

施する。

ア）－２ ○大学院博士前期課程「デザイン科学専攻」の修士制作の審査に、海外から著名な
大学院博士前期課程デザイン科学専攻 デザイナーを外部審査員として招聘し 「キャンパスプラザ京都 「京都文化博、 」、

においても、新たに外部審査員による修 物館」において、他大学の学生、市民にも公開して実施した。
士制作の審査を公開で実施する。

ア）－３ ○価値技術クリエイター（創造開発人材）育成プログラムを「京都商工会議所」と
平成19年度から、国際競争が激しい領 の連携により開始した。大学院生約40名を対象に企業の開発技術者のもと現場現

域の研究開発ニーズに対応し得る高度技 物教育を実施した。
術者を育成するため、京都商工会議所と
の連携による価値技術クリエイター（創

） 。造開発人材 育成プログラムを開始する

「 」イ）社会人学生への教育体制を充実さ イ） ○e-ラーニング提供科目を拡大するため Moodle：Webベースの学習管理システム
せるため履修上の便宜を図り、e-エ 社会人学生への教育体制等を充実させ （LMS）を新たに構築し、平成19年11月に運用を開始した。
デュケーション等を推進する。 るため、総合教育センター教育プログラ 「工芸科学研究」の博士前期課程科目（専攻共通科目：４科目、先端ファイブロ
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ム改革部会で検討を進め、e-エデュケー 科学専攻２科目）の提供を開始した。
ションを推進する。

ウ）上記措置は、平成16年度に準備を （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施する ）。 。
開始し、ア）については平成18年度
の設置を目指す。イ）については平
成17年度から順次実施する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１） 教育に関する目標

② 実施体制、学習環境の整備に関する目標

１ 「総合教育センター」の設置中 ）
、 （ 、 ）、ねらい：教育の評価・点検を常にフィードバックしつつ 教育プログラムなどの企画・立案を機動的に行い全学共通科目 人間教養科目 言語教育科目など

専門基礎科目、大学院共通科目及び公開講座・リフレッシュ教育などの実施責任を負う。期
２）学習環境の整備

ねらい：学習効果を高め、学生サービスの充実を一層図るため、キャンパス環境を整備する。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）実施体制、学習環境の整備に関す
る目標を達成するための措置

１ 「総合教育センター」の設置に関）
する実施方策

ア）学部教育、大学院教育などの教育 ア）－１ ○京都工芸繊維大学、京都府立医科大学及び京都府立大学の連携に関する包括協定
全体について、総合的な機能を有す 平成18年度に締結した京都工芸繊維大 に基づく教養教育に係る授業科目の単位互換事業（本学は７科目、京都府立医科
るセンターとして「総合教育センタ 学、京都府立医科大学及び京都府立大学 大学からは10科目、京都府立大学からは21科目を提供）を開始した。
ー」を設置する。 の連携に関する包括協定に基づき、教養 （派遣、受入状況）

ⅰ）開設科目や授業時間割の見直しな 教育に係る授業科目の単位互換事業を開 本学 京都府立医科大学 １名→
どの体系的な教育プログラムを機動 始する。 本学 京都府立大学 30名→
的に立案・実施するとともに、これ 京都府立大学 本学 １名→
に必要な教員配置計画を立案し、人 京都府立医科大学 京都府立大学 ２名→
事委員会に申し出る。 京都府立大学 京都府立医科大学 ２名→

ⅱ）工科系大学との連携授業など他大
学等との共同教育、学内附属施設と ア）－２ ○「京都府教育委員会」からの委託を受け、府教委管轄の中学校及び高等学校の理
の教育連携について総合調整を行 平成18年度に締結した京都府教育委員 科教諭７名に対して、理科の指導の在り方について理解を深め、確かな学力を育
い、これを推進する。 会との協定に基づき 高校教員等に対し 成できるよう、授業実践力の向上を図るための研修を平成19年８月９日に実施し、 、

ⅲ）学生の授業評価やファカルティ・ 教育実践力向上のための研修を実施す た。
ディベロップメントなどを充実し、 る。
教育内容・方法等の改善・向上への
提言を行う。 ア）－３ ○「遺伝資源専門技術者養成モデルカリキュラム開発事業」により、平成19年８月

ⅳ）GPA制度の効果的な運用など、適切 「遺伝資源専門技術者養成モデルカリ ～９月にかけて 「動物遺伝資源学実習及び演習 （本学 「植物遺伝資源学実、 」 ）、
な成績評価方法について研究し、改 キュラム開発事業」により、本学学生及 習及び演習 （宮崎大学）を実施した。本学大学院生６名、宮崎大学大学院生４」
善・向上への提言を行う。 び宮崎大学学生が互いに相手大学で、短 名が受講した。

ⅴ）情報化推進委員会と共同して、大 期集中の実習、演習を行う。
学院の社会人や留学生を対象にe-エ
デュケーションを推進する。 ア）－４ ○教育内容、教育方法の改善に繋げるため、学生による授業評価を前学期、後学期
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ⅵ）総合教育センターは、教職員によ 学生による授業評価を引き続き実施す に、それぞれ１回実施した。授業評価は、アンケート方式により行い、実施率は
る兼務のほか、必要に応じ、一定期 る。併せて、授業評価の実施率の向上を 90％を超えた。
間センターを本務とする教員で構成 図る。
する。

ア）－５ ○教育の質の向上や教育方法の改善を図るため、平成20年１月に授業の参観を実施
新任教員研修を引き続き実施する。 した。教員研修会を同年３月に実施した。

○さらに、平成19年９月には新たに助教となった者を対象に、学校教育法の改正に
伴い助教に求めるもの及び教育活動に関する研修を実施した。

ア）－６ ○教育の質の向上や教育方法の改善を図るため、平成20年１月に授業の参観を実施
教員研修会、授業公開（教員の相互参 した。教員研修会を同年３月に実施した。

観）を引き続き実施する。

ア）－７ ○e-ラーニング提供科目を拡大を推進するため「Moodle：Webベースの学習管理シ
e-エデュケーションの環境整備と提供 ステム （LMS）を新たに構築して11月から稼働を開始した。」

授業科目の拡大を図る。 「工芸科学部」の科目（全学共通科目：３科目、物質工学課程：２科目、電子シ
ステム工学課程：４科目、情報工学課程：９科目、造形工学課程：３科目、先端
科学技術課程：３科目）と「工芸科学研究」の博士前期課程科目（専攻共通科目
：４科目、先端ファイブロ科学専攻２科目 、計30科目の提供を開始した。）

ア）－８ ○大学院博士前期課程、後期課程における成績評価の方法やその基準及び授業・研
大学院におけるシラバスの充実を図 究指導の計画をシラバスで明示した。

る。

イ）教育方法の改善及び教育の質の向 イ）－１ ○「総合教育センター （教育評価・FD部会）により、学生による授業評価アンケ」
上を図るため、教育に関する自己点 総合教育センター教育評価・FD部会に ートを前学期、後学期に各１回実施した。
検・評価及び学外有識者による検証 おいて、引き続き学生による授業評価の アンケート結果については、教育内容・方法等の改善を図るための参考とできる

、 。を行う。その際、中期目標・中期計 データ、学習目標達成度の自己評価のデ よう 各教員に評点項目集計データ及び自由記述内容の全てのデータを周知した
画に掲げた重点事項について特に留 ータと学生の単位取得状況や成績の分布 さらに、各教員に対して授業評価アンケート結果をどのように活用し、授業改善
意して行うとともに、当該結果に基 の相関その他の各種資料等を検討・分析 に活かしているかについてのアンケートを平成20年２月に実施した。
づく改善計画を立案し実施する。 し、教育方法の改善及び教育の質の向上 これらの結果については、更なる教育の質の向上に活用できるよう、特に学習目

を図る。 標達成度の自己評価のデータと実際の獲得成績との相関を分析した結果や各クラ
スにおける成績評価結果の分布状況等を示した「総合教育センター教育評価・FD
部会報告書2007」を同年３月に作成し全教員に配付した。

イ）－２ ○自己点検・評価及び外部評価の結果を踏まえ、非常勤講師担当科目について、教
全学の自己点検・評価及び外部有識者 育上の必要性とコストの両面から、精査、見直しを行った。

による検証結果を踏まえ、抽出された課
題の改善計画を立案する。

ウ）上記の評価及び検証については、 （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
自己点検・評価に関する項を参照の
こと。
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エ）総合教育センターは平成16年度に 上記ア イ ウの年度計画を実施する （上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）（ 、 、 。） 。
設置し、平成17年度から本格活動す
る。

２）学習環境の整備に関する実施方策

ア）附属図書館の学習環境の整備、講 ア）－１ ○平成18年度施設整備事業計画に基づき、学生や教職員の交流及びインフォメーシ
義室の空調及び機器の整備、少人数 平成17年度に実施した学生も含めたキ ョン機能を持つ「プラザKIT」の整備を実施した。
用演習室及び自習室の整備、IT環境 ャンパスアメニティ向上のための設計競 また、経年劣化が著しい学生寄宿舎の屋上の防水工事、学生サークルボックス、
の整備などを行う。 技（コンペティション）による最優秀作 東２号館、食堂の便所の改修工事を実施した。

品を参考に、学生や教職員の交流及びイ
ンフォメーション機能を有する施設を整
備する。

ア）－２ ○学習環境の改善を図るため、講義室の調査に基づき１号館、３号館、６号館、８
講義室等の什器、機器類等の改善及び 号館、10号館、11号館、東１号館講義室の床・壁等を改修した。また、東部講義

床、壁等で改修を要するものについて整 棟、西部講義棟を新設した。
備し、学習環境の改善を図る。

イ）上記については、平成16年度に環 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
境・施設委員会において整備計画案
を策定し、平成17年度から順次実施
する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１） 教育に関する目標

③ 学生支援に関する目標

１ 「学生支援センター」の設置中 ）
ねらい：学生が心身ともに健康を保ち、十分な学習意欲を維持できるようきめ細かな指導や情報の提供など、学生のニーズに対応した支援を充実する。また

卒業後の将来展望の構築を支援し、学生の自己実現の可能性の拡大を促進する。期
２）メンター（助言者）制の導入

ねらい：学生の生活・学習指導を学生支援センターと連携して行う。目
３）就職支援の改善と充実

ねらい：学生支援センターによる学生への就職支援機能をより充実させるとともに、企業との情報交換を促進する。標
４）卒業生との連携の強化

、 、 、ねらい：社会に送り出してきた多くの卒業生との連携を深め これまで以上に学内事業への支援や就職支援 教育プログラムの評価などの協力を得ることで
より充実した学生生活の構築に資する。また、一方で卒業生が大学との関係をより緊密に保つことで、卒業後も大学での研究状況、人材育成状況など
の情報が的確に得られる体制を整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（３）学生支援に関する目標を達成する
ための措置

１ 「学生支援センター」の設置に関）
する実施方策

ア）入学時から卒業後までを含めて学 ア）－１ ○「学生表彰制度」により学習上の顕著な実績や、課外活動及び社会活動などで活
生の支援を総合的に行う「学生支援 学習上の顕著な実績や、課外活動及び 躍した学生を自薦又は他薦により平成20年１月～２月に学内公募し、学科推薦に
センター」を設置する。 社会活動などで活躍した学生を学内公募 よる成績優秀者、自薦による国際ユニバーサルデザイン会議における最優秀アイ

ⅰ）学生の生活・学習・進路・健康な により顕彰する「学生表彰制度」を、引 デア賞を受賞した者など12名を顕彰した。
どの相談と支援及び就職活動支援や き続き実施する。
学生の顕彰を一体的に行う。

ⅱ 学生支援センターに 学生相談室 ア）－２ ○平成18年度に引き続き、大学院生（博士後期課程）を対象とする 基金奨学） 「 」 KIT
を置き 教職員による相談員のほか 本学大学基金事業の人材育成基金事業 生制度を実施し、第１期（４月入学者対象）及び第２期（10月入学者対象）の募、 、
大学院学生相談員の協力も得て、生 として、大学院生（博士後期課程）を対 集、選考をそれぞれ行い、一人当たり100万円の奨学金を６名に給付した。
活・学習・進路相談を行う。相談員 象とする「国立大学法人京都工芸繊維大
には、事前の講習・研修の機会を与 学基金奨学金制度」を、平成18年度に引
える。 き続き実施する。

） 、ⅲ 学生が学習活動に専念できるよう
ホームページなどで学生生活上必要 ア）－３ ○運営費交付金による本学独自の学生支援事業の一つとして「21世紀KIT特待生制
な情報を提供する。また保健管理セ 運営費交付金から１千万円の予算を確 度」により、４年次の成績優秀者21名に授業料年額を免除した。
ンターと連絡会議を設置して定期的 保して、本学独自の学生支援事業の一つ
に情報交換を行い、学生の心身の健 として、学部４年次生を対象とした「21
康維持に必要な情報提供や支援を行 世紀KIT特待生制度」を平成18年度に引
う。 き続き実施する。
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ⅳ）学外者を招へいして、学内では得
られない学生の職業意識等の涵養を ア）－４ ○課外活動を活性化させるため、プールサイドの改修、テニスコートの改修、課外
図り、将来のキャリアアップのため 課外活動を活性化させるため、次の項 活動合宿施設及び課外活動サークル棟の改修を行った。
の機会を提供し、就職に関する学生 目について改修等の整備計画を立案す また、課外活動による学生の安全確保のため、グラウンドの除草及び表面整地を
からの相談にきめ細かく応じられる る。 行った。
ようキャリアアドバイザーを置く。 ・プール、プールサイド及び付帯設備

ⅴ）学生支援センターは、教職員によ の改修
る兼務のほか、必要に応じ、一定期 ・テニスコートの表面改修
間センターを本務とする教員で構成 ・課外活動合宿施設の改修
する。

ア）－５ ○課外活動施設の効果的な整備充実を検討するため、体育会、文化団体連盟などの
課外活動施設の効果的な整備充実を図 学生も参画するワーキンググループを設置した。同ワーキンググループでの検討

るために、学生が参画するワーキンググ を経て、バトミントンポールの更新、グラウンド排水溝の土砂除去、防球ネット
ループの設置を検討する。 の修繕を行った。

ア）－６ ○「京都工芸繊維大学課外活動団体施設使用要項」の整備を踏まえ、課外活動を活
学生の自立的かつ自律的な活動支援を 性化させるため、活動合宿施設及び課外活動サークル棟の改修を行った。

効果的に行うために、平成18年度の「京
都工芸繊維大学学生課外活動団体要項」
及び「京都工芸繊維大学課外活動団体施
設使用要項」の整備に基づき、更に諸支
援制度の体系的整備を推進する。

ア）－７ ○学生の利便を高めるため、平成18年度に引き続き「学園だよりe-KIT （学生向」
学生生活上必要な情報等を効果的に提 け広報誌）と「学生生活案内 （学生便覧）を大学ウェブサイトに掲載した。」

供するため 「学園だより e-KIT」な、
どの広報誌をホームページに掲載する。

ア）－８ ○学生相談室相談員等の相談対応力の向上を図るため、カウンセラーを招き研修会
平成18年度に引き続き 「新学生相談 を平成19年11月に実施した。、

システム」を運営するとともに、臨機応 また、学生への窓口を広げるとともに、学生からの相談によりきめ細かに対応す
変に保健管理センターとの情報交換を行 るため 「新学生相談システム」を構成するスタディ・アドバイザーを平成19年、
い、学生の心身の健康維持に必要な情報 ４月から12名増員して80名とし、学生相談室相談員についても３名増員して11名
提供や支援を行う。 とした。

ア）－９ ○生協食堂に設置した電光掲示板を通じて、キャリア教育の開催情報、奨学生の募
電光掲示板を学生が最も集合する場所 集情報、健康に関する情報など学生生活上必要な情報を提供した。

に設置して、学生生活上必要な情報をテ
ロップにより提供する。

ア）－１０ ○本学学生16名を採用し、テストケースとして実施した受験生向けパンフレット作
経済支援のために、学内業務における 成業務における成果を踏まえ、平成20年度からの学内業務における学生アルバイ

在学生を対象とした学生アルバイト制度 ト制度の導入を決定した。
の新設を検討する。
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ア）－１１ ○平成18年度に引き続き、企業の元人事担当者３名をキャリアアドバイザーとして
引き続き、企業の元人事担当者３名を 配置し、学生からの相談に対応した。就職相談はもとより、キャリア形成に関す

。 、「 」キャリアアドバイザーとして配置し、学 る相談にもきめ細かな対応を行った 同キャリアアドバイザーは 教育懇談会
生からの相談に対応した就職相談はもと 及び「OB、OG就活報告会」においても就職活動のノウハウを学生等に情報提供し
より、キャリア形成に関する相談にもき た。
め細かな対応を行う。

ア）－１２ ○就学機会確保のため、就業経験等一定の条件を満たす者44人を対象に、特別枠に
就学機会確保のために、社会人等の再 より授業料免除を行った。

チャレンジへの経済的な支援のために、
授業料免除を実施する。

（平成19年度に特段の計画をしなかっ ○学生からの意見聴取の一環及び学生支援の施策に資するため、学生生活実態調査
たが、中期計画に対応した取り組みを右 を実施した。
のとおり実施した ） ○学生からの意見等を吸い上げるために、副学長と学生、学生センター職員と学生。

とのランチタイム・ミーティングを、それぞれ実施した。
○情報化時代に対応するため、学生寄宿舎に無線LANを新設し、インターネット環

境を整備した。

イ）学生支援センターは平成16年度に （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
設置し、活動を開始する。

２）メンター（助言者）制の導入に関
する実施方策

ア）入学時から、各年度ごとに全ての ア）－１ ○学生からの相談内容に応じて対応する「新学生相談システム」の一つの窓口を構
学生に教員のメンターを配置する。 メンターとしての機能を有するスタデ 成するスタディ・アドバイザー（教員）を12名増員して80名を配置した 「学生。

ィ・アドバイザー（教員）を配置すると 相談室」など同システムの各窓口間で必要に応じて連携した。
ともに、学習指導と生活指導の一元的な
実施を推進するために、学生相談室とよ
り一層の連携を図る。

イ）上記措置は、平成17年度から実施 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
する。

３）就職支援の改善と充実に関する実
施方策

ア）各企業がニーズにあった人材を得 ア）－２ ○「学生支援センター就職支援専門部会」において、キャリア・センターの設置に
やすいよう、本学の教育研究の取組 広報体制の更なる充実強化のために、 ついて検討を進めた結果 「求人のための大学案内 （企業向け大学案内）の作、 」
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み状況を広報誌やホームページでよ 就職支援専門部会において、キャリア・ 成や本学の教育研究の取組みに関するその他の広報の状況からキャリア・センタ
り積極的に紹介し、より広範に配布 センターの設置に向けて更に検討を進め ーを設置しないこととした。
する。 る。

イ）就職用の「企業向け大学案内」を イ）－１ ○「求人のための大学案内（企業向け大学案内）2008年度版」を2,000部作成し、
年１回作成し、配布するとともに、 平成18年４月に行った教育研究組織の キャリア・ミーティング及び企業セミナーへの参加企業や採用活動のため本学に
企業に求人についてのアンケートを 改編を受けて「企業向け大学案内平成19 来訪する企業に対して配布した。同大学案内では、平成18年度に実施した改組・
実施し、それをまとめた情報を学生 年度版」の一層の充実を図り、企業等に 再編後の学生の就職活動に対応するよう、新課程と旧課程を併記した。
に提供する。 配布する。

イ）－２ ○就職支援の一つとして、キャリア・ミーティング及び企業セミナーの参加企業に
キャリア・ミーティング及び企業セミ 対するアンケートにより得られた、企業の人事担当者から本学学生へのメッセー

ナーの参加企業に対して、求人について ジを、大学ウェブサイト及び「学園だよりe-KIT」を通じて学生に提供した。
のアンケートを実施し、結果を「学園だ
よりe-KIT」に掲載する。

ウ）入学後早期から、将来の進路につ ウ）－１ ○意欲的な学園生活を展開できるよう、新入学生に対するキャリア教育として、企
いての意識形成を図るため、低学年 新入学生に対するキャリア教育を平成 業経営者等による講演、ガイダンス（就職状況の概観説明、課程別就職状況の説
の学生も対象とした就職ガイダンス 18年度に引き続き実施するとともに、新 明など）及び工場等見学を実施した。また、平成19年度より、新たに２年次生に
を実施する。 たに２年次生に対しても拡大実施する。 対してもキャリアデザイン講座を実施した。これらの各プログラムは、該当年次

生以外の学生にも開放した。

ウ）－２ ○学生が求める人気企業50社の人事担当者や本学OB・OGを招き、仕事の内容やキャ
より学生のニーズに適合するよう就職 リアプランについて直接話し合うことができるキャリア・ミーティングを実施し

支援策の改善充実を進め、企業参加型の た。
キャリア・ミーティングを積極的に実施
する。

ウ）－３ ○延べ90の企業を招き、学内で企業セミナーを平成20年１月に６日間にわたり実施
平成18年度に新たに実施した学生アン した。

ケート調査結果に基づき、学内施設を利
用した企業セミナーを、企業の協力によ
り拡充実施する。

エ）上記１）ア）ⅳ）に加え、既存の エ）－１ ○「就職資料室」の就職関係の参考図書を充実整備するとともに、就職支援用ウェ
「就職資料室」の資料やホームペー 引き続き 「就職資料室」の資料やホ ブサイトに就職支援事業の開催情報を掲載し、学生の利便に供した。、
ジによる就職情報の充実を図り、学 ームページにより提供する情報の充実に
生の就職活動を支援する。 努める。

エ）－２ ○「求人票検索サイト」について 「新着求人情報」として直近１週間以内に掲載、
就職用ホームページに掲載の求人票情 した情報が閲覧できるようにするとともに、求人職種や求人種別など様々な条件

報及び検索機能を拡充する。 から絞り込んで検索できるように機能を拡充した。

オ 上記措置は 平成16年度に検討し （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施した ）） 、 、 。
平成17年度から実施する。 する ）。
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４）卒業生との連携の強化に関する実
施方策

ア）学生支援センターにおいて、同窓 ア）－１ ○OB・OGの再就職希望者に就職情報の利用の拡大を図るため、大学ウェブサイトと
、 。会組織の協力を得て卒業生のフォロ 同窓会組織の協力により、OB・OGの再 同窓会ウェブサイトとのリンク構築について 同窓会総会において周知を図った

ーアップの方策を検討する。 就職希望者に求人情報等の就職関係情報
の提供を図る。

、 。ア）－２ ○キャリア教育の一環として 卒業生の協力を得て３企業の工場等見学を実施した
キャリア教育の一環として、卒業生の 51名の学生が参加した。

協力を得て工場等見学を実施する。

ア）－３ ○同窓会例会及び教育懇談会等において 「学園だよりe-KIT （学生向け広報誌）、 」
卒業生への本学の求心力を強化するた を卒業生に配布した。

め、同窓会組織の協力を得て 「学園だ、
よりe-KIT」を卒業生に配布する。

イ）ホームページの卒業生との連絡ペ イ） ○大学ウェブサイトに、卒業生からの意見・要望等を目的別（教育・授業、大学開
ージを充実させる。 ホームページに卒業生からの本学に対 放事業など）に受信するページを設けた。

する意見・要望等を受信するページを設
ける。

ウ）上記ア）の措置は、平成17年度末 （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
までに検討結果をまとめ、実施可能
なものから順次実施する。イ）の措
置は、平成16年度に検討し、平成17
年度から実施する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１） 教育に関する目標

④ 入学試験と入学前学生への教育支援に関する目標

１）新たな機能を有する「アドミッションセンター」の設置中
ねらい：本学のマインドと本学が目指すヒューマン・オリエンティッド・テクノロジーの実現に興味を持ち、学ぶ意欲にあふれ、大学教育に必要な基礎学力

と潜在的能力を有する学生を選抜するための入試の工夫・改善を行う。期
２）大学院博士前期課程における入試の多様化

ねらい：社会の高度情報化、多様化に伴う専門技術者教育の要請に速やかに対応するために、入学機会を増やすとともに、社会人入学、留学生入学を充実さ目
せる。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（４）入学試験と入学前学生への教育支
援に関する目標を達成するための
措置

１）新たな機能を有する「アドミッシ
ョンセンター」の設置に関する実
施方策

「 」 （「 」、「 」、「 」）ア）既設のアドミッションセンターと ア）－１ ○ アドミッションセンター の各室 入試企画室 AO入試室 入試広報室
、 、 。入学者選抜方法等研究委員会を核に アドミッションセンターの設置目的を における審議事項を整理し 会議の開催回数を減らし 合理化・迅速化を図った

して、新たな「アドミッションセン 合理的・迅速的に遂行するための運営方 また、各室にアドミッションセンター専任教員２名をそれぞれに配置し、各室間
ター」を設置する。 法や体制の更なる充実を図るための検討 の連携強化を図った。

ⅰ）AO入試における選抜方法の企画・ を継続する。
立案及び合格後の入学前教育支援を
担当する。 ア）－２ ○「AO入試室」において、 AO入試における提出書類、講義レポート及び課題レポ

ⅱ）一般選抜における選抜方法の企画 AO入試室において、学部教育との継続 ートの合否相関や入学後の成績追跡調査を行った。その結果を踏まえ、第一次ス
・立案並びに入試広報活動の企画・ を意識しつつ、AO入試における選抜方法 クーリングの配点を改善し、平成21年度入試から実施する予定である。また、AO
立案、大学説明会を担当する。 のより一層の効果と成果が見込める企画 入試入学予定者に対する入学前教育の状況を踏まえ、同入学予定者の基礎学力に

・立案及びスクーリングプログラムの工 応じた指導を実施した。
夫・改善の検討を継続する。また、入学
前教育では、合格者（入学予定者）の基
礎学力に応じ重点的に指導すべき科目を
見極めて実施する等の工夫・改善の検討
を継続する。

ア）－３ ○平成19年度入試の結果を踏まえ、平成19年４月に、一般選抜、AO入試及び社会人
平成18年度において１年前倒しして実 特別選抜における募集人員の見直しを「入試企画会議」で決定し、平成20年度入

施した入試改革（平成19年度入試から一 試から実施した。
般選抜を後期日程重視から前期日程重視 また、３年次編入学特別選抜に高等専門学校との連携を図るため、新たに高等専
に移行）の結果を踏まえ、更に特別選抜 門学校生を対象とした推薦による選抜を検討し、平成21年度入試から実施する予
を含めた入試改革の検討を行う。また、 定である。
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オープンキャンパスは、夏と秋の２回開 ○オープンキャンパスは、夏と秋に２回開催し、今年度も「オープンキャンパス連
催を定例化するとともに、これまでのア 携企画」や在学生による入試体験談・学生生活状況の紹介及び学生が個別の相談
ンケート調査結果に基づき、参加者のニ に応じる相談会が好評で、多数の参加があった。
ーズに対応した企画及び毎年好評の付添
者を対象とした「オープンキャンパス連
携企画」を実施する。

イ）本学のアドミッションポリシーを イ） ○改組に伴い見直したアドミッションポリシーを大学ウェブサイトに掲載するとと
積極的に学外に周知するために、広 改組に伴い見直したアドミッションポ もに大学案内・学生募集要項に掲載し、進学ガイダンス、高校説明会の参加や高
報誌や入学情報ホームページを充実 リシーを、ホームページに掲載するとと 校訪問を積極的に行い、学外に周知を図った。
するとともに、入試広報活動を広域 もに、大学案内・学生募集要項への掲載 また、前年度に引き続き、進学ガイダンスでは、近畿地区以外の大都市圏への参
化する。 及び進学ガイダンス・高校進路説明会・ 加を積極的に継続し、入試広報活動の広域化に努めた。

高校訪問・大手予備校大学入試説明会等
への参加を積極的に展開し、学外への周 平成19年度の活動状況は次のとおりである。
知を図る。また、進学ガイダンスでは、 進学ガイダンス◆
東京・名古屋・福岡等の大都市圏への参 会場参加 59カ所
加を継続し、近畿地区を含め50カ所以上 資料参加 85カ所
の参加を計画するとともに、高校訪問も 高校進学説明会 39校◆
近畿地区以外の高校に10校以上訪問し、 高校訪問◆
入試広報活動の広域化を更に推進する。 近畿地区 45校

近畿以外 12校
本学教員出身校訪問 19校◆
模擬授業の実施 ９回◆
大学見学の受け入れ 16校◆

ウ）アドミッションポリシーに対応す ウ）－１ ○アドミッションポリシーに対応した入学試験とするため、実施教科・科目等につ
る能力を把握するための出題教科・ 新たな教育組織のアドミッションポリ いて、アドミッションセンターにおいて継続して検討を進めた。
科目の設定と実技検査、小論文、面 シーに対応する出題教科・科目につい
接等の工夫・改善を図る。 て、更に検討を継続する。

、 、ウ）－２ ○一般選抜の個別学力検査の前期日程の総合問題及び後期日程の総合問題 小論文
志願者の能力・適性を把握するため、 面接について、その概要を｢学力検査等のねらい｣として表にまとめ、募集要項に

総合問題、小論文、面接では、各課程の 掲載するとともに、｢個別学力検査等の実施教科・科目等｣｢個別学力検査等にお
教育に必要な基礎知識・学力・能力を問 ける教科・科目等別配点表｣に注意として出題範囲等を記載し公表した。
える工夫を図り、その概要について募集
要項等で公表する。

エ）アドミッションセンターは、平成1 上記ア イ ウの年度計画を実施する （上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）（ 、 、 。） 。
6年度に設置し、活動を開始する。

２）大学院博士前期課程における入試
の多様化に関する実施方策



- 98 -

京都工芸繊維大学

、 。（ 、ア）秋季入学入試を実施する専攻を増 ア） ○平成19年度秋季入学入試は 12専攻のうち８専攻で実施した 一般選抜４専攻
やす。 平成18年度には、12専攻のうち７専攻 社会人特別選抜６専攻、留学生特別選抜８専攻）

で秋季入学入試を実施したが、今年度に また、次年度に向けて検討した結果、新たに１専攻が実施する予定である。
おいても未実施の５専攻においてカリキ
ュラムの見直しと併せて検討を継続し、
結論が得られた専攻から順次実施する。

イ）社会人特別選抜入試、留学生特別 イ） ○平成19年度に社会人特別選抜及び外国人留学生特別選抜に秋季入学を含めた複数
選抜入試を年複数回実施する。 平成18年度には、12専攻のうち９専攻 回試験を実施する専攻は、社会人特別選抜９専攻、外国人留学生特別選抜８専攻

で社会人特別選抜又は留学生特別選抜を となった。
秋季入学入試も含め年度中に複数回実施 また、次年度に向けて検討した結果、１専攻が複数回試験を実施する。
したが、今年度においても未実施の３専
攻において引き続き検討を継続し、結論
が得られた専攻から順次実施する。

ウ）上記措置は、平成16年度から順次 （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
実施する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１） 教育に関する目標

⑤ 地域社会への教育貢献に関する目標

１）生涯学習・リフレッシュ教育の推進中
ねらい：地域にとけ込む大学として公開講座、市民講座等を通して生涯学習・リフレッシュ教育を推進し、併せて中高生等への体験学習の開催等により次世

代を担う青少年に対して、科学技術への関心を啓発する。期
２）特色ある学内共同利用施設の公開と市民講座・シンポジウム等の開催

ねらい：従来から実施している、市民への施設の公開や公開講座などを一層活発化させるとともに、独自の展覧会や研究成果公開シンポジウムなどを積極的目
に開催する。

３）高大連携教育の推進標
ねらい：高校教育から大学教育への円滑な移行と大学教育の改革に資するため、高大連携を推進する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（５）地域社会への教育貢献に関する目
標を達成するための措置

１）生涯学習・リフレッシュ教育推進
に関する実施方策

ア 総合教育センターによって 毎年 ア） ○体験学習、公開講座、市民講座等の企画、実施について 「総合教育センター地） 、 、 、
公開講座、市民講座、体験学習講座 体験学習等については平成18年度と同 域連携教育部会」において検討し、以下のとおり実施した 。
を企画し、全学の支援を得て現行の 規模程度の開催を計画するとともに、引 大学体験入学「応用生物学部門体験入学2007 （応用生物学部門）◆ 」
10回程度の開催をさらに拡充し、計 き続き総合教育センターにおいて公開講 ７月21日実施（25名参加）
画的に実施する。 座開設の推進を図る。 大学体験入学「そうか！化学って楽しいんだネ！ （物質工学部門）◆ 」

８月３日実施（60名参加）
大学体験入学「中高生のための科学技術教室」コンピュータのしくみ－ハー◆
ドからソフトまで－（電子システム工学部門及び情報工学部門）
８月２日･３日実施（30名参加）
創造性豊かなものづくり体験学習（機械システム工学部門)◆
①｢創造性豊かな物づくり体験学習―ロストワックス法による鋳造作品制作
への挑戦―｣
８月２日･３日実施（49名参加）

②｢芸術とものづくりの出会い―レーザー加工機による芸術作品制作への挑
戦―｣
８月２日･３日実施（25名参加）

機器分析センター市民講座 －色と光の不思議－◆
平成20年３月11日実施（25名参加）
公開講座◆
①「現代農業技術の実際（初級 」 （31名参加））
②「現代農業技術の実際（中級 」 （27名参加））
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③「現代農業技術の実際（上級 」 （81名参加））

イ）本学の特色ある人間教養科目を中 イ） ○本学の特色ある人間教養科目の「京都ブランド創生」を、京都商工会議所の協力
心に市民向けの聴講対象科目として 引き続き、人間教養科目（KIT教養科 を得て地元産業界及び市民向けに公開した。
公開し、積極的に広報を行う。 目 「京都ブランド創生」を、地元産業 実施時期：平成19年前学期（５月～７月）延べ14コマ）

界及び一般市民に対して広く公開する。 各コマの平均受講者数：学生約400名、産業界・市民 約50名
また、本授業科目を含む教育プログラムの取組が文部科学省「現代的教育ニーズ
取組支援プログラム（現代GP 」に選定された。）

ウ）学部専門科目、大学院科目を社会 ウ） ○平成18年度に科学技術振興調整費で措置された教育プログラム「伝統技能と科学
人リフレッシュ、ブラッシュアップ 教育プログラム「伝統技能と科学技術 技術の融合による先進的ものづくりのための人材育成」の２年目のプログラムと
教育のための聴講対象科目として公 の融合による先進的ものづくりのための して３コースを開講し、短期集中インターンシップⅡ（２名 、課題対応コース）
開し、積極的に広報を行う。 人材育成 の２年目のプログラムとして （３名）及び研究開発コース（３名 、計８名の社会人が受講した。また、１年」 、 ）

「短期集中インターンシップⅡ：伝統に 目プログラムには、33名の社会人学生が新たに受講した。
内在する知恵を新たに発見する 「課」、
題対応コース：ものづくりを科学するこ
とを学習 「研究開発：新技術への活」、
用方法の探索」を開始する。

エ）丹後サテライトにおいて企業支援 エ） ○連携・協力に関する包括協定に基づき、京丹後市内おいてサイエンス・パートナ
プログラムに加え、地域のニーズに 連携・協力に関する包括協定に基づ ーシップ・プロジェクト )事業を次のとおり実施した。(SPP
あった新たな教育プログラムを開発 き、京丹後市（教育委員会）が所管する ①京丹後市立弥栄中学校が、８月17日と30日の両日に実施したロボットに関する
する。 中学校等が申請するSPP（サイエンス・ SPPの授業に対し、担当講師３名、TA１名を派遣した。

、 、 、パートナーシップ・プログラム）等の事 ②京都府立網野高等学校が ８月21日に実施したSPPの授業に対し 高校生40名
業に協力する。 高校教諭６名をショウジョウバエ遺伝資源センターに招いて、担当講師２名、

研究者３名が講義・実習を行った。
また、同高校が10月26日に実施した複合材料に関するSPPの授業に対し、担当
講師１名、研究員１名、TA２名を派遣した。
さらに、平成20年２月22日に実施した高分子材料に関するSPPの授業に対し、
担当講師２名、TA１名を派遣して実施した。

オ）上記措置は、平成16年度から順次 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施した ）。
実施する。 する ）。

２）特色ある学内共同利用施設の公開
と市民講座・シンポジウム等の開
催に関する実施方策

ア）美術工芸資料館はアート・アンド ア） ○「美術工芸資料館」において、展覧会等を以下のとおり開催した。 開催にあた
・デザイン・ミュージアムとして、 美術工芸資料館において、下記の展覧 っては、パンフレットの配布やホームページにより積極的な広報活動を行った。
収蔵品の公開や独自の展覧会、公開 会等を開催する。
シンポジウムを開催し、市民へのよ ４月～６月上旬 収蔵品の公開・展覧会◆
り積極的な広報を行う。 「EXHIBITION 尼崎コレクション展」 ①「EXHIBITION 尼崎コレクション展 （３月22日～６月２日）」

６月下旬～８月上旬 入場者数 2,135人（学外者 1,633人、うち有料入場者 766人）
「作庭家 重森三玲展（仮称 」 ②「重森三玲の庭－地上の小宇宙－展 （６月25日～８月４日）） 」
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９月中旬～１０月中旬 入場者数 1,330人（学外者 1,104人、うち有料入場者 835人）
「館蔵内外古今ポスター展（仮称 」1 ③「ポスターで観る映画展 （９月25日～11月３日）） 」
11月下旬～12月下旬 入場者数 964人（学外者 713人、うち有料入場者 194人）

「第９回村野藤吾建築設計図展」 ④「第９回村野藤吾建築設計図展 （11月27日～12月22日)」
３月下旬～５月下旬 入場者数 1,124人（学外者 762人、うち有料入場者671人）
「館蔵染織資料（裂地）展（仮称 」 ⑤「－裂地を辿る－館蔵染織資料の初公開展 （３月24日～５月31日）） 」

記念講演会 １回 入場者数 人
公開シンポジウム １回 記念講演会の開催◆
ギャラリートーク 展覧会毎に開催 「EXHIBITION 尼崎コレクション展 （５月27日開催)、参加者 55人」

公開シンポジウムの開催◆
①「重森三玲の庭－地上の小宇宙－展 （７月14日開催 、参加者 130人」 ）
②「第９回村野藤吾建築設計図展 村野藤吾・晩年の境地」

（12月８日開催 、参加者 215人）
③「－裂地を辿る－館蔵染織資料の初公開展」

（３月29日開催 、参加者 40人））

ギャラリートークの開催◆
①「EXHIBITION 尼崎コレクション展 （５月27日に記念講演会と同時開催）」
②「重森三玲の庭－地上の小宇宙－展」

（７月14日に公開シンポジウムと同時開催）
③「ポスターで観る映画展 （11月３日開催）」
④「第９回村野藤吾建築設計図展 村野藤吾・晩年の境地」

（12月８日に公開シンポジウムと同時開催）

イ）生物資源フィールド科学教育研究 イ） ○「生物資源フィールド科学教育研究センター」において下記の公開講座を実施し
センターでは、これまでの実績をベ 生物資源フィールド科学教育研究セン た。
ースに、実体験を中心とした市民向 ターにおいて、引き続き実体験を中心と ①「現代農業技術の実際（初級 」 （31名参加））
け公開講座を拡充開催する。 した市民向けの各種の公開講座を実施す ②「現代農業技術の実際（中級 」 （27名参加））

る。 ③「現代農業技術の実際（上級 」 （81名参加））

ウ）ショウジョウバエ遺伝資源センタ ウ）－１ ○「ショウジョウバエ遺伝資源センター」において、第22回公開セミナーを10月26
ーなどの特色ある学内共同利用施設 ショウジョウバエ遺伝資源センターに 日に開催（参加者20名）し、同第23回を平成20年１月29日に開催（参加者27名）
では、体制等の充実強化を図り、公 おいて、引き続き公開セミナーを実施す した。
開の研究成果シンポジウム等を積極 る。
的に企画する。

ウ）－２ ○「環境科学センター」において、公開講演会「緑の地球と共に生きる」を6月29
。 、「 、 」環境科学センターにおいて、引き続き 日に開催した 日本熊森協会会長から クマたちが棲む 豊かな森を次世代へ

公開講演会「緑の地球と共に生きる」を を、本学ショウジョウバエ遺伝資源センター長から 「環境への適応機構として、
開催する。 の生物学的 和 を考える」をテーマに講演が行われ、学生及び研究者に一般市民" "

名を加えた約 名の参加を得て環境保全の啓発を図った。40 250

エ）上記措置は、平成16年度から全学 上記ア イ ウの年度計画を実施する （上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）（ 、 、 。） 。
の支援も得て順次実施する。
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３）高大連携教育の推進に関する実施
方策

ア）総合教育センターを中心に、高校 ア）－１ ○「スーパーサイエンスハイスクール」指定校 「サイエンス・パートナーシップ、
と共同で教育研究協議会（仮称）を 引き続き、SSH（スーパーサイエンス ・プログラム」指定校と高大連携事業等として特別講義、実習、高校等での実習
設置し、出前授業、研究授業、体験 ハイスクール）指定校及びSPP（サイエ 等を実施した。
入学等を通して、高校・大学双方の ンス・パートナーシップ・プログラム） 京都府立洛北高校（SSH）◆
教育改革に資する。 指定校との連携事業を高校等からの依頼 化学系グループ研究活動の生徒に対して、特別講義を実施

に応じて実施する。 （10月４日、同25日、11月15日、同29日、12月６日、１月10日、同17日）
京都府立網野高校（SPP）◆
サイエンスアップ（探求工房）～理科おもしろ実験室～
（８月21日、10月26日、２月22日）
京都市立紫野高校（SPP）◆
フラクタルトコンピュータサイエンス
（10月11日）
京都府立莵道高校（SPP）◆
楽しい不思議
（10月29日、11月７日、同９日）
京都府立桃山高校（SPP）◆
酸化還元滴定法を用いた宇治川の水質調査
（８月10日）
京都教育大学附属高校（SSH）◆
ショウジョウバエの突然変異体の観察 外
（８月27日、同28日
京丹後市立弥栄中学校（SPP）◆
ロボットを支える科学技術
（８月17日、同30日）

ア）－２ ○「アドミッションセンター」と連携し、近畿地区を中心とした高校進学説明会に
アドミッションセンターと連携し、近 参加するとともに多くの高校訪問を行った。また、模擬授業についても、高校か

畿地区の高校進学説明会及び高校訪問を らの依頼に積極的に応じて実施した。さらに、高校の進学指導担当教諭を対象と
それぞれ30カ所以上参加又は訪問する計 した「入試研究会」を２回開催し、大学コンソーシアム京都が開催する「学びフ
画を立案する。また、模擬授業について ォーラム2007」の高大連携事業にも積極的に参加した。
は、高校からの依頼に応じ積極的に実施 平成19年度の活動状況は次のとおりである。
する。さらに、高校の進路指導担当教諭 高校進学説明会に参加 39校◆
を対象とした「入試研究会」を年２回開 高校訪問 57校◆
催するとともに、コンソーシアム京都が 模擬授業の実施 9回◆
実施する「学びフォーラム2007」等の高 入試研究会 2回◆
大連携事業にも積極的に参加する。 学びフォーラム2007 5回◆

ア）－３ ○「京都府教育委員会」からの委託を受け、府教委管轄の中学校及び高等学校の理
平成18年度に締結した京都府教育委員 科教諭７名に対して、理科の指導の在り方について理解を深め、確かな学力を育

会との協定に基づき 高校教員等に対し 成できるよう、授業実践力の向上を図るための研修を平成19年８月９日に実施し、 、
教育実践力向上のための研修を実施す た。
る （再掲）。

京都工芸繊維大学
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イ 上記措置は 平成16年度に着手し （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）） 、 、 。 。
平成17年度以降本格実施する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（２） 研究に関する目標

① 特色ある研究の重点的推進に関する目標

１）重点領域研究の推進中
ねらい：ヒューマン・オリエンティッド・テクノロジーの確立に必要な重点領域研究及び新たな重点領域研究を支援、推進する。

２ 「新しい研究の芽」の育成期 ）
ねらい：科学と芸術・環境共生マインドなどに基づく異分野融合によるヒューマン・オリエンティッド・テクノロジーの開拓を目指した新しい研究の芽を重

点的に育成する。目
３）国際研究拠点の形成

ねらい：社会の要請に応じた高度な研究を展開し、ヒューマン・オリエンティッド・テクノロジーの分野で国際研究拠点の形成に向けた戦略を構築する。標
４）研究水準・成果の不断の検証

ねらい：研究に関する目標を達成するため、定期的に研究水準及び成果の検証を行い、研究の質の向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）特色ある研究の重点的推進に関す
る目標を達成するための措置

１）重点領域研究の推進に関する実施
方策

ア 「研究推進本部」を設置し、ケモ ア）－１ ○重点領域研究から発展的に移行し、平成19年度末で設置時限が到来する「バイオ）
バイオ繊維 環境エレクロトニクス 発展的に教育研究プロジェクトセンタ ベースマテリアル研究センター 「昆虫バイオメディカル研究センター」及び、 、 」、
成熟都市に向けた造形文化、昆虫機 ーへ移行したプロジェクトについては、 「伝統みらい研究センター」について、２年９か月間の活動内容等の実績評価を
能とナノテクなど、既に重点的に取 進捗状況等の評価を行い、継続、廃止の 行い、当該研究プロジェクトを更に進展させるため、２年間の延長を決定した。
り組んでいる研究プロジェクトの組 検討を行う。 また 「人間指向型工学研究センター」については１年間の活動報告書の提出を、
織・計画を見直した上で、継続する 求め、進捗状況を評価のうえ継続を決定した。
必要があると認められるものについ
ては、適切な支援を行う。 ア）－２ ○「繊維科学センター」の「インテリジェント繊維開発室」においては、遺伝子組

平成19年度から、繊維科学センターに 換えカイコに関する研究を 「繊維プロセス開発室」においては繊維製造関連の、
おいて、21世紀型繊維科学・工学創出事 環境負荷低減や迅速・オンデマンド繊維加工プロセスの確立を目指した研究を、
業として、新規繊維科学技術分野の創出 「繊維デザイン戦略室」では購買動機に基づく繊維デザイン戦略の構築をそれぞ
を目指した研究開発を開始する。 れ開始した。

ア）－３ ○「伝統みらい研究センター」において「伝統技術・技能と先端科学技術との融合
引き続き、伝統技術・技能と先端科学 研究の推進事業」により、伝統技能者の動作解析及び匠の技の「こつ」の定量化

技術との融合研究の推進事業により、伝 を実施した。また新たに饅頭の包餡、金網に関する研究も開始した。
統技術に内在する知恵（暗黙知）を抽出
し、それを今のものづくりに応用するた
めの研究を行う。

イ）上記研究プロジェクトに加えて、 イ） ○平成19年度教育研究推進事業を学内公募し、研究推進本部においてグローバルCO
本学が目指すヒューマン・オリエン 教育研究推進事業として、ヒューマン Eも視野に入れて審査を実施し、継続６件、新規55件、合計61件の事業に総額
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ティッド・テクノロジーの確立に資 ・オリエンティッド・テクノロジーの確 57,165千円の支援を行った。
する研究課題を学内COEとして公募 立に資する研究課題等を公募し、グロー
し、学内外の有識者の協力を得て審 バルCOEも視野に入れて審査を実施し、
査決定し、支援する。 採択課題については研究費等の支援を行

う。

ウ）上記重点領域研究プロジェクトに ウ） ○重点領域研究プロジェクトから移行した以下の４センターにおいて講演会及び研
ついては、研究シンポジウム等によ 定期的にシンポジウム等を実施して、 究成果報告会を開催し、研究成果の公表を行った。
り内外に定期的に成果を公表し、評 内外に成果を公表する。 ・伝統みらい研究センター（5/25、7/27、9/14、11/9、1/12、3/18）
価を受ける。 ・バイオベースマテリアル研究センター（6/1、10/2、10/31、12/2～3）

・昆虫バイオメディカル研究センター（11/16）
・人間指向型工学研究センター（5/29、10/31、12/6）

○他の教育研究プロジェクトセンターにおいても講演会及び研究成果報告会を開催
し、研究成果の公表を行った。
・ブランドデザイン教育研究センター

（6/7、6/12、6/29、9/18、10/17、10/29、12/7、1/25、3/14）
・繊維リサイクル技術研究センター（5/21、6/20～21、10/2、11/25）
・国際デザインマネジメント研究センター（10/17、11/9）
・新世代オフィス研究センター（5/28、9/7、10/5、11/22、2/1）
・複合材料長期耐久性評価研究センター（4/20、7/6、8/9、10/15、12/17）

○また、21世紀型繊維科学・工学創出事業を推進する「繊維科学センター」では、
平成19年6月8日に「第１回大阪地区講演会 、平成20年3月24日に「ネオファイ」
バーテクノロジープロジェクト研究報告会」を実施した。

エ）研究推進本部は、教職員による兼 上記ア イ ウの年度計画を実施する （上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）（ 、 、 。） 。
務のほか、必要に応じ、一定期間同
本部を本務とする教員で構成する。

オ）上記の措置は、平成16年度から実 上記ア イ ウの年度計画を実施する （上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）（ 、 、 。） 。
施する。

２ 「新しい研究の芽」の育成に関す）
る実施方策

ア）研究推進本部において研究課題を ア） ○平成19年度教育研究推進事業に、異分野融合による新しい研究の芽を育成するた
公募し、審査の上決定し支援する。 研究推進本部において、教育研究推進 め萌芽研究枠を設け13件に18,100千円の支援を行った。

事業により採択した研究課題のう
ち、異分野融合による新しい研究の芽の
育成に資すると認められる研究課題につ

、 。いては 引き続き研究費等の支援を行う
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イ）年度ごとに研究報告の提出を求め イ） ○平成18年度に新しい研究の芽の育成に資するものとして採択した研究課題につい
ホームページで公開する。 上記の採択課題については、年度終了 て、事業実施概要、得られた成果等を大学ウェブサイト公表した。

後に研究報告を求め、知的財産権の保護
、 。も配慮のうえ ホームページで公表する

ウ）上記の措置は、平成16年度から実 （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
施する。

３）国際研究拠点の形成に関する実施
方策

ア）政府・国際協力機関等が実施する ア） ○材料科学分野において 「 独）日本学術振興会」のアジア・アフリカ学術基盤、（
国際協力事業に積極的に参画すると 平成19年度から、材料科学分野におい 形成事業により、本学を中心に５カ国７大学（京都工芸繊維大学・東華大学・浙
ともに、研究推進本部は、後述の国 てアジア・アフリカ学術基盤形成事業と 江理工大学・香港理工大学・嶺南大学・ハノイ工科大学・ヘルワン大学）が連携
際交流センターと協力し、本学が重 して海外の協定締結大学を中心とする研 し、次世代型繊維科学研究「ネオ・ファイバーテクノロジー」の学術基盤形成を
点的に取り組むテーマなどについ 究機関等と次世代型繊維科学研究「ネオ 目指す共同研究を開始した。
て、協定校群を中心とした国外の大 ・ファイバーテクノロジー」の学術基盤 平成19年度はこの事業により 香港理工大学 中華人民共和国 及び嶺南大学 大、 （ ） （
学・研究機関等との連携を強化する 形成を開始する。 韓民国）より研究者各１名を本学に招へいし、また本学研究者１名をハノイ工科
方策を講じる。 大学（ベトナム社会主義共和国）に派遣した。

さらに、同事業として、平成19年10月に本事業の参加大学を中心とする９大学に
より第１回国際研究集会を本学で、１月に同参加大学を中心とする11大学により
第２回の同集会をヘルワン大学（エジプト・アラブ共和国）で開催し、共同研究
の進捗状況と将来の連携強化について協議した。セミナーには各回それぞれ10名
の本学教職員が参加した。

イ）上記の措置は、平成17年度から実 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
施する。

４）研究水準・成果の不断の検証に関
する実施方策

ア）研究推進本部において、研究業績 （平成19年度特段の計画を策定しなかっ ○研究者情報を充実させるため、大学評価基礎データベースに蓄積している研究業
を含む「研究総覧」をデータベース たが、中期計画に対応した取組を右記の 績データを活用し、シラバスとの相互リンク機能をもつ新たな研究者総覧を構築
化してホームページで公表する。 とおり実施した） し、平成20年７月から公開することとした。

イ）研究水準及び研究成果等の検証と イ） ○外部評価において、研究推進のために設置する多くのセンターについて、その実
評価は、定期的な自己点検・評価及 全学の自己点検・評価及び外部有識者 績評価を踏まえ、より機能的なものにしていくことを期待するとされたため、時
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び外部有識者による検証を通して行 による検証結果を踏まえ、研究水準の更 限を付して設置する教育研究プロジェクトセンターについて、恒久機関化等将来
う。その際、研究成果が本学の教育 なる向上方策について研究推進本部で検 展開の検討を行うこととした。また、研究水準を判定するために収集する論文被
研究の向上や研究の重点項目の達成 討する。 引用数等の外部データの活用方策の期待も示されてたため、今後も、研究水準を

、 、に寄与しているかなどの観点を踏ま 判定するための客観的な指標として 同データを用いた評価・分析の継続に向け
え厳密に行う。 その収集方法・活用策の検討に着手した。

ウ）研究推進本部は、評価結果に基づ ウ） ○研究の更なる向上を図るため、教育研究推進事業の継続分について、平成18年度
き、必要な支援や助言を行う。 研究の更なる向上を図るため、教育研 の実施内容等の評価を行い、その結果を平成19年度の事業費の配分に反映した。

究推進事業及び教育研究プロジェクトセ また、教育研究プロジェクトセンターについては、成果報告に基づき評価を行い
ンターの実施内容等の評価結果に基づ その結果を踏まえて学長裁量経費により、研究経費の支援を行い、設置時限の延

伝統みらい研究センター」及び「バイオベースマテリアル研究き、研究推進本部において必要な支援策 長を認めた「
センター」については、専任教員、研究スペースを引き続き支援することを等を取りまとめる。

。決定した
さらに、教育研究推進事業で審査の上採択された事業及び教育研究プロジェクト
センターの活動報告の審査結果で継続となったものについてRA経費を重点配分し
た。

エ）上記の検証及び評価は、自己点検 （上記 ア、イ、ウの年度計画を実施す （上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）。
・評価に関する事項を参照のこと。 る ）。
データベース化については、平成16
年度中に整備し公表する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（２） 研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

１）研究組織の柔構造化中
ねらい：社会のニーズに応じた研究の展開や重点領域研究の推進並びに新領域の創出を可能とするため、研究実施体制や研究支援体制の柔構造化を図る。

２）研究基盤の計画的整備期
ねらい：研究施設や設備等の効率的・効果的な利用及び計画的な整備を図り、研究環境の充実・強化を図る。

３）客観的で公正な評価による競争原理の徹底目
ねらい：競争原理に基づく公正で客観的な研究成果の評価により、同評価結果を反映した研究費配分等、研究の更なる活性化と質の改善を図る。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）研究実施体制等の整備に関する目
標を達成するための措置

１）研究組織の柔構造化に関する実施
方策

ア）研究推進本部において、新領域、 ア）－１ ○新領域、境界領域、融合領域などへ柔軟かつ機動的に対応する教育研究プロジェ
境界領域、融合領域や重点的に取り 学問分野を越えた研究などに柔軟かつ クトセンターの設置に係る学内公募を２回（平成19年４月、８月）行った。
組む領域などへ柔軟かつ機動的に対 機動的に対応できる教育研究プロジェク
応できる学部、学科、専攻の枠を越 トセンターの公募を引き続き行う。
えた研究グループを組織する。

ア）－２ ○教育研究プロジェクトセンターに１年間の活動報告書の提出を求め、進捗状況の
設置済みの教育研究プロジェクトセン 評価を行い継続することとした。平成19年度末に設置時限が到来する４センター

ターについて、成果報告に基づく活動内 については、２年９か月間の活動内容等の実績評価を行い、２年間の延長を決定
容の評価を行う。 した。

イ）上記ア）において、特に異分野の イ） ○新領域、境界領域、融合領域などへ柔軟かつ機動的に対応する教育研究プロジェ
若手研究者を中心としたプロジェク 教育研究プロジェクトセンター公募に クトセンターの設置に係る学内公募を２回行った。
ト研究により、将来の研究の中核と おいて、将来の研究の中核となり得る萌
なり得る萌芽的・先導的研究を重点 芽的・先導的研究の採択を重点的に推進
的に推進する。 する。

ウ 大学院生等の積極的参加を促して ウ） ○教育研究プロジェクトセンター、教育研究推進事業に大学院生を積極的に参加さ） 、
プロジェクト研究へRA経費を重点配 大学院生等のプロジェクト研究への参 せるため、RA経費を重点的に充当した。
分するなどの支援体制を強化する。 加を促し、当該プロジェクト研究にRA経 採用総時間数 6,240時間のうち4,080時間を教育研究プロジェクトセンター及び

費を重点配分する支援を引き続き実施す 教育研究推進事業に参加する大学院生に配分した。
る。 ・教育研究プロジェクトセンター関係分 2,160時間 3,024千円

・教育研究推進事業関係 1,920時間 2,688千円

エ 重点領域の研究に取り組む教員に エ）重点領域研究に取り組む教員に対す ○教員が重点領域研究に専念できる取組として、教授・准教授を対象に、自主的な） 、
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一定期間教育やその他の業務を免除 るサバティカル制度を試行的に導入す 研修機会を確保し、所属する教育研究組織等の教育・管理運営に関する職務から
するサバティカル制度を導入する。 る。 離れて研究活動に専念できるサバティカル制度として、教員の研究活動専念研修

に関する規則（平成19年11月15日制定）を制定し、募集を開始した。

オ）上記の措置は、平成16年度に準備 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施した ）。
し、平成17年度から順次実施する。 する ）。

２）研究基盤の計画的整備に関する実
施方策

ア）本学が重点的に取り組む研究領域 ア） ○老朽化建物の耐震改修及び建物機能改善改修事業計画により、２号館北棟、６号
における研究活動の一層の高度化・ キャンパス整備計画 マスタープラン 館、７号館、東１号館の改修を実施して、研究推進のための環境を整備した。（ ）
活性化を図る観点から、研究推進本 に基づき、２号館の耐震改修・老朽化改
部において、特色ある附属教育研究 善整備及び東１号館、６号館、７号館の
施設と協力しつつ、当該施設の設備 耐震火異種を行い、研究推進のための環
方策を立案する。 境を整備する。

（平成19年度特段の計画を策定しなか ○助教制の導入等に伴い、若手研究者等の研究室、実験室スペース確保を組入れた
ったが、中期計画に対応した取組を右記 本学の施設基準面積の基準を定めた。
のとおり実施した）

イ）研究に必要な設備等の一元集中管 イ） ○松ヶ崎キャンパスと嵯峨キャンパスを大容量高速ネットワークで接続するととも
理や共同利用を促進し、効率的・効 引き続き、財務委員会設備部会におい に、本学の既存ネットワークや対外的な高速ネットワークとも接続する情報基盤
果的使用を図るとともに、それらを て、教育研究設備の計画的・継続的な整 「高度情報通信システム（DB-KITnet 」の整備を決定した。）
計画的に整備・拡充する観点から、 備、充実を図る。 ○老朽化した大型機械設備更新のための積立（5,500千円、積立累計16,500千円）
研究推進本部において具体的方策を を、平成18年度に引き続き行った。
検討する。 ○法人枠を超えた共同利用機能を有する設備整備計画（化学系研究設備有効活用ネ

ットワーク）に参画した。

ウ）上記の措置については、平成16年 （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
度に方策を定め、平成17年度より同
方策に沿って実施する。

３）客観的で公正な評価による競争原
理の徹底に関する実施方策

ア）研究へのモチベーションを高める ア） ○平成18年度に引き続き、学内公募方式による教育研究推進事業を実施した。審査
ため、研究推進本部は、研究実績の 引き続き、教育研究推進事業を学内公 にあたっては研究計画の妥当性や研究実績などを評価して、61件に57,165千円の
評価に基づく研究費配分等の制度の 募し、審査・評価のうえ、事業の継続の 研究費を配分した。
改善を検討する。 有無 採否を決定し 研究費を配分する （配分件数内訳）、 、 。



- 110 -

京都工芸繊維大学

・研究事業・研究支援事業
新規／単年度 19件
新規／複数年度 ６件
継続 ６件

・研究交流・連携事業
新規 ５件

・若手研究者支援事業
新規 25件

イ）上記に関し、平成16年度にその方 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
途の取りまとめを行う。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（３） 社会との連携協力、国際的な交流協力に関する目標

① 産官（公）学連携の推進及び知的財産の形成に関する目標

１）全学的・組織的で機動性ある産官(公)学連携の推進中
ねらい：地域等のニーズと本学が有するシーズがマッチした産官(公)学の連携による社会貢献・地域貢献を積極的に推進するとともに、ベンチャーの起業を

支援する。期
２）知的財産本部機能の整備

ねらい：学内の知的資源を財産化し、その運用管理を含めてマネジメントする総合的な知的財産本部機能を有する組織を整備し、知的財産戦略を構築する。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）産官（公）学連携の推進及び知的
財産の形成に関する目標を達成す
るための措置

１）全学的・組織的で機動性ある産官
(公)学連携の推進に関する実施方
策

ア）地域共同研究センター、インキュ ア） ○産学官連携推進機構の事業として以下の事業を実施した。
ベーション・ラボラトリー及び大学 「産学官連携推進機構」において、相 ⅰ）関係自治体、企業及び近畿経済産業局等との連携を継続し、下記の事業を実施
院ベンチャー・ラボラトリー、機器 互連携事業を実施する。 した。
分析センターの相互連携を強化して ⅰ）関係自治体、企業及び近畿経済産 技術指導、技術相談、地域産業振興プロジェクト等
一体的に機能させる 産学連携機構 業局等との連携の推進を継続し、技術移 ・科学技術相談 66件「 」
を設置し、全学的・能動的な産学連 転、技術指導、技術相談、地域産業振興 ・技術・経営相談会 ３回 (6/5,6) (9/27）(3/13,14)
携体制を構築する。 プロジェクト等に協力する他、地域企業 地域企業のニーズの把握及びシーズ提供

ⅰ）地域や企業及び近畿経済産業局と のニーズの把握及びシーズ提供を図り、 ・総括相互交流に基づく日東電工株式会社との研究交流事業の実施
の連携を積極的に推進し 技術移転 地域貢献事業を充実する。また、京丹後 新規シーズ発表会 (7/24）、 、
技術指導、技術相談、情報の提供な キャンパス地域連携センターでの事業を 第10回KIT-NITTO研究交流会 (12/14)
ど、地域貢献事業を充実し推進する 展開する。 ・京都北部地域 産学公連携・交流フォーラム (9/27)
ほか、企業等との包括研究連携契約 ⅱ）インキュべーションルームの入居 ・京丹後キャンパス地域連携センターでの事業
を締結し産学連携を加速させる。ま 者に対し、起業に必要な情報提供の充実 KIT京丹後セミナー（なるほど教室・KIT京丹後セミナー）を開催(12/7）
た、丹後サテライトにおける企業支 を図る。 京丹後市起業アイデアコンペティションの実施（実施中）
援プログラムによる事業展開を引き ⅲ）関連センターと連携を図り、ベンチ 京丹後市赤坂工業団地壁画作成事業(9/3-9/5、9/17-9/22）
続き推進し、地域産業の活性化に貢 ャー関連授業科目を通じて、ベンチャー 京丹後キャンパスウッドデッキ制作(9/ 17 - 9/21)
献する。 起業を支援する。 ⅱ）ベンチャー起業向けセミナー「ベンチャー企業の現状を報告します 」を開催！

ⅱ）大学発ベンチャーの創出・育成を した 。(3/7)
推進するため、インキュベーション ⅲ）ベンチャー関連授業科目として 「ベンチャーラボ演習Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 「ベンチ、 」、
ルームの貸与、学部及び大学院にベ ャービジネス演習 「産業情報論」を大学院生に提供し 「産学関係論」を学」、 、
ンチャー関連授業科目の提供、外部 部学生に提供した。
専門家を招へいしての指導・助言な



- 112 -

京都工芸繊維大学

ど、ハード及びソフトの両面から積
極的に支援する。

イ）産官(公)学連携の推進による積極 イ） ○外部資金の募集情報の収集を行い、学内ウェブサイト上に構築した掲示板（事務
的な事業展開等を図りつつ、平成16 外部資金の増加を図るため、外部資金 情報ポータル）により周知を行っている。また、平成19年４月にNEDO事業、平成
年度以降も外部資金の受入れについ 全般に係る募集内容等について積極的な 20年２月にJST事業「シーズ発掘試験」に関する学内説明会を行った。
て着実な拡充を図る。 周知を行う。 平成19年度外部資金受入実績は次のとおりである。

共同研究 164件 149,714千円
受託研究 78件 426,024千円
寄附金 173件 181,125千円

ウ）産学連携機構は平成16年度に設置 （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
し、活動を開始する。

２）知的財産本部機能の整備に関する
実施方策

ア）学外TLOや弁理士会等との連携も視 ア） ○知的財産管理業務が大幅に増加・専門化したため、民間企業での知的財産部門経
野に入れつつ、知的財産本部機能を 知的財産権の件数の増加、処理内容の 験者を「知的財産専門職」として、平成20年３月に雇用した。また、発明の承継
有する組織を整備する。 複雑化に対応するため管理面での事務処 決定ヒアリング時に評価シートを導入することや、外部評価機関等の招聘などに

理体制を見直したうえで、知的財産本部 よる評価審査面での質的な向上策の検討を進めた。
において、評価審査の質的な向上策の検
討を進める。

（平成19年度特段の計画を策定しなかっ ○学会発表等により公表済みの発明については、海外での権利化が困難となること
たが、中期計画に対応した取組を右記の から、原則として本学で権利を承継しない旨の方針を決定し、平成19年11月に全
とおり実施した） 学通知を行った。

（平成19年度特段の計画を策定しなかっ ○本学が保有する知的財産の活用を図るため、学外TLOの３機関（ 関西TLO 「大「 」、
たが、中期計画に対応した取組を右記の 阪TLO 「TLOひょうご ）と技術移転業務委託契約を締結することによる協力体」、 」
とおり実施した） 制を構築した。

イ）上記組織においては、特許等の創 イ） ○知的財産担当客員教員により、平成19年度は22件の知的財産発掘活動を行った。
出、取得、管理、運用に関する総合 知的財産担当客員教員が知的財産の発 また、知的財産に係る啓発活動として、近畿経済産業局主催の「知的財産セミナ
的な知的財産戦略を構築して、これ 掘を期待できる教員を重点的に訪問し、 ー （11月12日、同19日 、地域共同研究センターとの共催で「知的財産権研修」」 ）
を実施推進するとともに、知的財産 知的財産の発掘を行う。また、引き続き （12月13日）を開催した。その内容は次のとおり。
に関する講習や研修を実施して人材 知的財産に関する講習会を実施し、人材
育成にも努める。 育成に努める。 知的財産セミナー：対象－学生、教職員、共同研究企業、事業協力会会員企業◆

参加人数－11/12：40名、11/19：27名
区分－講義形式

知的財産権研修 ：対象－学生、教職員、共同研究企業、事業協力会会員企業◆
参加人数－28名
区分－講演会形式
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、 、（平成19年度特段の計画を策定しなかっ 知的財産戦略の一環として 本学が承継すべき知的財産の質の向上を図るため○
たが、中期計画に対応した取組を右記の 先行特許調査用のWeb上検索ツールを導入した。
とおり実施した）

ウ）知的財産本部の設置については、 （上記ア、イの年度計画を実施する ） （上記ア、イの年度計画を実施した ）。 。
知的財産のストックとフローの動向
等を調査分析しつつ、平成16年度末
の発足を目指す。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（３） 社会との連携協力、国際的な交流協力に関する目標

② 国際交流の推進に関する目標

１）国際交流推進体制の構築中
ねらい：長期ビジョンに掲げる「国際的工科系大学」の実現に向けて、国際交流全般について総合的に企画・推進する体制を構築する。

２）若手人材の重点的育成期
ねらい：本学学生や本学の将来を担う若手研究者に対し、国際的な経験を積む機会を積極的に提供し、世界で活躍できる人材の育成に資する。

３）教育研究協力事業の重点的推進目
ねらい：協定大学等との組織的、継続的な教育研究協力事業を展開する。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）国際交流の推進に関する目標を達
成するための措置

１）国際交流推進体制の構築に関する
実施方策

ア 「国際交流センター」を設置し、 ア）－１ ○国際交流推進体制の基盤を構築するため、OB・OGが運営する「京都工芸繊維大学）
研究者交流及び留学生の入学から卒 海外の協定締結大学等に「京都工芸繊 国際学術交流クラブ」連絡事務所を上海市（中国 、嶺南大学（韓国 、ハノイ） ）
業後までの指導・支援を含む総合的 維大学国際学術交流クラブ」の連絡事務 医科大学（ベトナム 、バンコク市（タイ 、台北市（台湾）の５ヶ所に平成19） ）
な国際交流推進体制を構築する。 所を設置し、本学との国際交流推進体制 年４月に設置した。

の基盤を構築する。

ア）－２ ○教員、事務職員向けに、国際交流における手続きに関する手引きを作成した。
国際交流全般に関する国際交流推進の

ための手引きを作成する。

イ 国際交流協定校の増加 10％程度 イ） ○以下の８大学機関と新規に交流協定を締結した。） （ ）
を図るとともに、協定更新時には実 協定締結大学の増加を図るため、新た ・香港理工大学紡織衣服学院（中華人民共和国）
質の伴わない協定や必要な水準に達 に複数大学との間で交流協定の締結を目 ・科学技術大学ドゥーエー校（フランス共和国）
しない協定を見直す。また、交流協 指す。また、更新を予定している交流協 ・NIST（商務省国際標準技術研究所）高分子部門（アメリカ合衆国）
定校コーディネーターの組織化を行 定について、実効性を検証し、必要に応 ・ベトナム国立大学ホーチミン工科大学（ベトナム社会主義共和国）
い、先進各国との教員や学生の交流 じて見直しを図る。 ・聖ジョージ医科大学（連合王国）
を促進するなど、交流の質的向上を ・ENSAIT（フランス共和国）
図る。 ・ヘルワン大学（エジプト・アラブ共和国）

・ラハティ応用科学大学（フィンランド共和国）
また、タイ王国チュラロンコン大学と協議の結果、全学的な見地から交流を促進
するため、従来、同大学の４つの学部等と個別に締結していた協定を１本化し、
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全学協定とした。
さらに、期間が満了する協定締結大学等について、交流実績の検証の結果、４機
関との協定を終了させた。交流協定の締結機関は、平成19年度末現在、42大学・
機関となった。

ウ）EU-Japanなどのグループ間交流に ウ）－１ ○EU及び米国における繊維系の拠点大学の一つであるカタロニア工科大学（スペイ
参画し、先端材料科学分野において カタロニア工科大学、ノースカロライ ン 、ノースカロライナ州立大学との研究交流を促進した。また繊維に関する研）
日本におけるグルーピングの中核と ナ州立大学等との間で材料科学分野に関 究と教育に特化した高等教育機関であるENSAIT（フランス）との間で12月に交流
なる。 する研究交流を促進するとともに、国際 協定を締結した。これら3校はAUTEX（Association of Universities for Textil

） 、 。 、シンポジウム等に国内の関連大学を招へ es の主要メンバー校であり 欧米の繊維科学教育との連携を可能とした また
いし、日本におけるグルーピングの礎と グループ間交流の取り組みとして、東アジア地区の繊維材料分野有力大学（嶺南

（ ）、 （ ）、 （ ） ）する。 大学 韓国 東華大学 中国 香港理工科大学 中国 ：いずれも本学協定校
、 （ ）と本学とでグループを形成しているが 2007.8.24-26に本学 京丹後キャンパス

において、国内関連研究者をも集め研究成果交換のシンポジウムを開催した。

ウ）－２ ○材料科学分野において 「 独）日本学術振興会」のアジア・アフリカ学術基盤、（
平成19年度から、材料科学分野におい 形成事業により、本学を中心に５カ国７大学（京都工芸繊維大学・東華大学・浙

てアジア・アフリカ学術基盤形成事業と 江理工大学・香港理工大学・嶺南大学・ハノイ工科大学・ヘルワン大学）が連携
して海外の協定締結大学等を中心とする し、次世代型繊維科学研究「ネオ・ファイバーテクノロジー」の学術基盤形成を
研究機関等と次世代型繊維科学研究「ネ 目指す共同研究を開始した。
オ・ファイバーテクノロジー」の学術基 平成19年度はこの事業により 香港理工大学 中華人民共和国 及び嶺南大学 大、 （ ） （
盤形成を開始する （再掲） 韓民国）より研究者各１名を本学に招へいし、また本学研究者１名をハノイ工科。

大学（ベトナム社会主義共和国）に派遣した。
さらに、同事業として、平成19年10月に本事業の参加大学を中心とする９大学に
より第１回国際研究集会を本学で、１月に同参加大学を中心とする11大学により
第２回の同集会をヘルワン大学（エジプト・アラブ共和国）で開催し、共同研究
の進捗状況と将来の連携強化について協議した。セミナーには各回それぞれ10名
の本学教職員が参加した。

エ）国際交流センターは、教職員によ エ） ○「国際交流センター 「国際アソシエイト」及び事務担当課が、留学生からの」、
る兼務のほか、必要に応じ、一定期 国際交流センターに配置した専任教員 各種相談、学習支援及び生活支援に関する業務、さらに、短期交換留学生の受入

（ ） 、 。 （ ）間センターを本務とする教員で構成 准教授 により 次の業務を推進する れと派遣等の国際交流に関する業務を中途退職した専任教員 国際交流センター
する。 ⅰ）留学生からの各種相談に応じるこ に替わり、協働して実施した。

とにより、学習支援及び生活支援をきめ ○また、国際交流事業に関する企画・実施等を補助させるボランティアを募り、日
細かく行う。 本人学生及び留学生で構成する「国際交流サポートクラブ」を平成19年10月に立

ⅱ）協定締結大学間における受入れと ち上げた。同サポートクラブは、より留学生の視点に近い立場からの事業企画・
派遣に関し、本学側コーディネーターと 実施を行う目的で立ち上げられ、国際企画課が行う国際交流事業の企画・実施を
連携を図り、実質的な短期交換留学生の 補助し、本学日本人学生と留学生との一層の交流を図り、留学生の修学や生活サ
受入れと派遣を推進する。 ポート等支援を行っている。

オ）上記措置は、平成16年度から実施 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施した ）。
する。 する ）。

２）若手人材の重点的育成に関する実
施方策
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ア）本学独自の国際交流に関する資金 ア） ○国際交流奨励基金により３名の若手研究者と22名の大学院生に対し国際研究集会
や外部資金を活用し、学生や若手研 本学独自の国際交流奨励基金等によ への参加等支援を行った。
究者に特に重点を置き、協定校への り、若手研究者及び大学院生の協定締結
派遣や国際研究集会への参加等を支 大学への派遣や国際研究集会への派遣支
援する。 援事業を実施する。

イ）上記措置については、平成16年度 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
から着手し、国際交流事業全体に占
める比率を飛躍的に高める。

３）教育研究協力事業の重点的推進に
関する実施方策

ア）本学が推進する特定テーマに重点 ア） ○教育研究及び技術協力を推進するため、平成17年度に開始した「国際基幹技術者
をおいて、協定大学等との国際共同 教育研究及び技術協力を推進するた 養成教育プログラム開発事業」により、平成19年度においても次のとおり学生及
教育研究や技術協力を推進する。 め、平成17年度から開始した「国際基幹 び教員派遣した。

技術者養成教育プログラム開発事業」等 ⅰ）カント大学、ホーチミン理科大学、ホーチミン工科大学（以上ベトナム 、ラ）
により、欧米、東南アジア等の協定締結 ジャマンガラ工科大学タンヤブリ校、チュラロンコン大学（以上タイ）へ指導
大学へ学生及び教員を派遣する。 教員に帯同した大学院生合計11名を派遣して教育実践の補助をさせた。

ⅱ）リーズ大学デザイン学部、聖ジョージ医科大学、サウスハンプトン大学（以上
英国 、科学技術大学ドゥーエー校（フランス 、TEXAS A＆M UNIVERSITY、） ）

、 （ ）、ミシガン州立大学 カリフォルニア州立大学デービス校 以上アメリカ合衆国
ブリティッシュコロンビア大学（カナダ 、香港理工大学（中華人民共和国））
へ大学院生合計10名を派遣して、研究活動・技術開発などに従事させた。

イ）大学院に国際コースを設置し、途 イ） ○英語により修士・博士一貫教育を行う「国際科学技術特別コース （先端ファイ」
上国等から優秀な留学生を確保し 従来の 国際科学技術特別コース 先 ブロ科学専攻）を拡充・改組して全専攻に拡げた「国際科学技術コース」を設置「 」（
て、修士・博士一貫教育により４年 端ファイブロ科学専攻）を拡大し、全専 し、平成19年10月に新入生２名（タイ王国、中華人民共和国）を受入れるととも
で学位を授与する。なお、毎年度の 攻を対象とする「国際科学技術コース」 に、20年度（秋）からは、５名以上の入学生受入を決定し、関係国・機関に募集
受け入れ留学生の目標数を２名とす を設置する。 した。
る。

ウ 途上国等に拠点交流大学を設定し ウ） ○カント大学、ホーチミン理科大学、ホーチミン工科大学（以上ベトナム）及びチ） 、
教員の派遣、学生（院生）の研修を 引き続き、ベトナム、タイの協定締結 ュラロンコン大学、ラジャマンガラ工科大学タンヤブリ校（以上タイ）等ベトナ
も組み込んだ交流教育プログラムを 大学に大学院生のTAプログラム派遣を行 ム、タイの協定締結大学へ教員・大学院生を派遣し、TAプログラムを実施した。
展開する。 う。また、JASSOの短期留学推進制度に また、JASSOの短期留学推進制度により、カント大学（ベトナム 、上海交通大）

ⅰ）ヴィェトナム、タイをはじめとす よる留学生の受入れや、本学国際交流奨 学媒体設計学院（中国 、ヴェルサイユ国立建築大学（フランス）から外国人留）
る東南アジア各国の協定大学群のう 励基金の学資援助事業による学生の派遣 学生を受入れたほか、本学国際交流奨励基金の学資援助事業により、シュツット
ちから拠点大学を選定し、大学院レ ・受入れ等の教育交流を積極的に行う。 ガルト専門大学（ドイツ 、ヴェルサイユ国立建築大学（フランス）へ４名の学）
ベルでのサンドイッチ・プログラム 生を派遣、水原大学・嶺南大学（韓国 、中国科学院上海硅酸塩研究所（中国））
をはじめ各種教育交流プログラムを 等から８名の留学生を受入れる等、教育交流を積極的に行った。
実施する。

京都工芸繊維大学
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エ）上記事業の実施にあたっては、本 エ） ○国際交流関係事業の拡充を図るため、本学国際交流奨励基金から1,500万円を充
学独自の資金や外部資金を重点的に 本学国際交流奨励基金事業及び国際基 て国際基幹技術者養成教育プログラム開発事業予算とともに資金の重点化に努め
充当する。 幹技術者養成教育プログラム開発事業の た。また、学生後援会資金を外国での語学研修教育の経費に充当した。

資金を確保する。

オ）上記措置については、平成16年度 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施 （上記ア、イ、ウ、エの年度計画を実施した ）。
から着手し、上記２）とともに、国 する ）。
際交流事業全体に占める比率を飛躍
的に高める。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（４） 学術情報の集積・発信に関する目標

１）学術情報集積・発信機能の整備中
ねらい：全学的な情報基盤の上に総合的な学術情報集積・発信機能を整備することによって本学の学術関連活動を顕在化させ、学生・教員の自由な発想と創

造性を刺激すると同時に、研究活動の競争的側面を支援する情報環境づくりを行う。期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

４ 学術情報の集積・発信に関する目標
を達成するための措置

１）学術情報集積・発信機能の整備に
関する実施方策

ア）情報化推進委員会において、学内 ア）－１ ○機関リポジトリ「KIT学術成果コレクション」のコンテンツを充実するため、平
で創出される学術情報の体系的収集 学内で創出される学術情報の体系的収 成19年度から「紀要」の発行媒体を同リポジトリに改め、平成20年３月に公開し
と総合化を推進し、学術情報の発信 集と総合化を推進するため、平成18年度 た。また、美術工芸資料館所蔵品のうち著作権調査を終えたポスター119点と登
窓口を一元化した「KIT学術情報ポ に試験運用を開始した本学の機関リポジ 録の許諾を得た村野藤吾建築設計図面173点を新たに公開した。さらに、学位論
ータル （仮称）の構築・運用に向 トリ「KIT学術成果コレクション」のコ 文についても、博士の学位取得者を対象に博士論文登録案内を行い、３編を登録」
けた計画を策定する。 ンテンツを充実し、学内外に公開する。 した。

また、美術工芸資料館所蔵品のうち著作 ○コンテンツ充実策として、教員が自身のコンテンツへのアクセス状況（国別、ア
権の調査を終えたものから順次登録す カウント別）を閲覧できるよう、システムを改修した。
る。

ア）－２ ○「KIT学術ポータル」のユーザビリティの改善を図るため、利用者のアクセス状
「KIT学術成果コレクション」を含む 況等を分析し、コンテンツの表示順を変更した。

学術情報の発信窓口として、また、本学
の学生・教員に対して研究活動を支援す
る各種サービスへの窓口として一元化し
た「KIT学術ポータル」について、定期
的に利用者のアクセス状況等を調査・把
握し、操作性等ユーザビリティの改善を
継続的に実施する。

イ）上記措置は、平成17年度までに学 （上記アの年度計画を実施する ） （上記アの年度計画を実施した ）。 。
術情報の所在、電子ジャーナル等に
関する必要な調査を進め、平成18年
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度に学術情報ポータルを構築して中
期目標後期の実施に対応する。
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教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ

○教育研究等の質の向上の状況 性に関わる法規等の実務にも精通した遺伝資源技術者を養成するためのモデ
ルカリキュラムの開発を行う「遺伝資源専門技術者養成モデルカリキュラム

１．教育方法等の改善 開発事業」を平成18年度に開始した。平成19年度は 「動物遺伝資源学実習、
○一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況 及び演習 「植物遺伝資源学実習及び演習」などを本学と宮崎大学でそれぞ」、

平成18年４月に行った教育研究組織の改組・再編に伴うカリキュラムの改正に れ開講し、２年間のプログラムを修了した第１期生（本学大学院生６名、宮
より、科学と芸術の融合を目指す学風を身に付け、環境と調和する科学技術に習 崎大学大学院生３名）に同プログラム修了の認定証を交付した。

。「 」熟した国際性豊かな人材を育成するための教養教育を開始した 人間教養科目
群を、基本的な教養を深め、専門分野にとらわれない問題意識や社会的感性を培 ○他大学等での教育内容、教育方法等の取組の情報収集及び学内での情報提供
う「基本教養科目」と本学の教育理念を反映した「KIT教養科目」及び健全な精 の状況
神と身体を培う「体の科学」に区分し、それぞれに複数の科目を配置している。 他大学等における文部科学省から選定された優れた教育プログラムの取組等
また、同年度から教務委員会の下に「教養教育専門部会」を、平成19年度からは について、担当課において情報収集を行い、学内に提供している。
同じく「言語教育専門部会」を設置し、指導方法も含め組織的に改善検討する体
制を整えた。 ○教育方法等の改善に関する他大学等との連携・協力についての状況

本学 「京都府立医科大学」及び「京都府立大学」との３大学間で締結した、、
○学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況 連携に関する包括協定（平成18年10月20日締結）に基づき、教養教育の共同実

教育方法等の不断の改善を図るため、総合教育センターに置く教育評価・FD部 施を目指した単位互換事業を平成19年４月から開始した。
会を中心に、①授業評価の実施及び分析、②教育改善についての研修会・講演会
の実施、③授業公開の実施（新任教員の教育研修を兼ねる）を行うとともに、本 ２．学生支援の充実
学が行う教育について、学資負担者（教育懇談会 、卒業時の学生及びOB（調査 ○学生に対する学習・履修・生活指導の充実や学生支援体制の改善のための組）
協力者会議）に意見を求めた。 織的取組状況

また、学生による授業評価アンケート結果や授業公開について、教員アンケー 学生が、心身ともに健康で有意義な学生生活を過ごせるよう、多様な内容に
トを実施し、授業の改善に向けた活用状況を調査した。 応じた相談窓口を設けるとともに、各窓口が連携して対応するシステムを構築

している。相談窓口は、①学修・学生生活・健康などのあらゆる相談の窓口と
○学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組状況 なる「学生相談室」②教員が学修、進路等の相談に対応する「スタディ・アド

総合教育センターに置く教育評価・FD部会及び教務委員会を中心に、成績評価 バイザー」③ハラスメントに対応する「ハラスメント相談員」④心身の健康に
方法等の不断の改善を図るため、シラバスの「成績評価の方法及び基準」欄等の 関する相談に対応する「保健管理センター」⑤就職に関し、経験豊富なキャリ
記述について、不適切な表記とならない、また、学生にわかりやすい表記となる アアドバイザーが個別に対応する「就職相談室」をそれぞれ設け、相談内容に
よう、各教員に対して注意喚起を行うとともに、各課程の会議において教務委員 応じて各窓口が連携して対応し、総合的に問題解決を図ることとしている。平
から周知を行った。 成19年度は、これら窓口における学生相談への対応力向上を図るため、カウン

セラーを講師として招き、学生相談室員、スタディー・アドバイザー、ハラス
○各法人の個性・特色の明確化を図るための組織的取組状況 メント相談員を対象とした研修を実施した。
「 」 「 」 、人間教養科目 群に本学の教育理念を反映した KIT教養科目 群を 設け

これを起点に実施する教育プログラムが 優れた取組として 文部科学省 の 特 ○キャリア教育、就職支援の充実のための組織的取組状況、 、 「
色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ （平成19年度１件）及び「現 代 本学では、入学後の早い時期からキャリアデザインを意識し、そのことによ）」
的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ （平成18年度１件、平成19年 る学修効果の向上を目的に、新入生を対象に開設する授業科目「KIT入門」から）」
度１件）に選定された。平成19年度に選定されたプログラムは以下のとおりであ キャリア教育を開始している。さらに、平成19年度から２年次生を対象とした
る。 ガイダンスも開催しており、これにより低学年から職業観を醸成する機会を充
①特色ある大学教育支援プログラム 実している。また、就職に対する意識形成を援助し、最新の就職情報を提供す

「新たな工学的感性を養う教育プログラム－表現行為の実践と人文的教養を基 る「全学就職ガイダンス」については、就職活動を始める学生だけでなく、全
礎として－」 ての学生が参加できることとしている。

②現代的教育ニーズ取組支援プログラム 就職支援の取組としては、就職資料室及び就職相談室を設置しているほか、
「京都ブランドによる人材育成と地域育成－産学官連携による地域ブランド 就職資料室には、各種就職情報誌やキャリア・インサイト(就職適性自己診断）
教育プログラムの展開と市民啓発－」 機能を持つ就職情報検索用パソコンなどを置き、就職相談室には、企業の人事

また、宮崎大学と連携して、生物遺伝資源の研究や応用に必要とされる専門 担当者OBをキャリアアドバイザーとして配置している。また、本学教員OBのボ
的技術のみならず、社会に対し、安全・安心を提供するうえで必要な生物多様 ランティアを置くなど就職相談に応えている。さらに、企業の担当者から直接
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説明を聞くことのできるキャリア・ミーティングや企業セミナー、卒業生の就職 ついて、設置期間中の活動内容等の実績評価を行い、２年間の期間延長を決定
活動体験報告会、面接研修等の支援プログラムを実施している。 した。

そのほか、本学繊維学部が蓄積してきた繊維科学・工学の学術と技術を引き
○課外活動の支援等、学生の厚生補導のための組織的取組状況 続き発展させ、21世紀における新繊維科学・工学体系の確立を目指して「繊維

課外活動を活性化させるため、担当副学長と学生団体とのランチ・ミーティン 科学センター」を平成18年４月に設置した。同センターでは、本学の研究リソ
グやリーダーシップトレーニングセミナーなどの機会を活用して、課外活動を行 ースに基づいて、今世紀型の繊維素材として有望視されるバイオファイバーの
う学生の要望を聴取し、さらに、学生団体の学生も参画するワーキンググループ 開発を行うとともに、その構造・機能制御法を開拓する「インテリジェント繊
において課外活動施設の効果的な整備充実を検討した。平成19年度には、課外活 維開発室 、繊維のプロセス技術に関する基礎研究を推進するとともに、産業」
動合宿施設、水泳プール、グラウンドなどの改修を実施した。 化をめざした開発研究にまで発展させる「繊維機能プロセス開発室 、繊維の」

また、大学院博士後期課程の優秀な学生を対象に奨学金を給付し、研究者とし 新しいマニュファクチャリング・マネジメントシステムの構築とデザイン、ヒ
て優れた人材の育成を図るため、本学独自の資金で設けた「国立大学法人京都工 ューマンインターフェイス評価による繊維分化の創造を行う「繊維デザイン戦
芸繊維大学基金奨学生」制度（KIT特別奨学金制度）により、６名を奨学生とし 略室」が活動している。
て採用し、一人あたり100万円を給付した。さらに、就学機会確保のため、就業
経験等一定の条件を満たす人に授業料免除の特別枠により、前期及び後期延べ44 ○研究支援体制の充実のための組織的取組状況
人に経済的支援を行った。 技術職員による教育研究支援業務を全学的・組織的に実施するために、同職

員を再組織化して平成18年４月に設置した「高度技術支援センター」により、
○学生支援の充実に関する他大学等との連携・協力についての状況 教育研究支援を組織的に実施している。

キャリアミーティング、企業セミナーの開催に際し 「京都府立大学」との間、
でポスター掲示やチラシの配布など互いに開催情報を提供した。また、本学で開 ○研究活動の推進に関する他大学等との連携・協力についての状況
催したキャリアミーティングに「京都府立大学」から55名の学生が参加した。 本学 「京都府立医科大学」及び「京都府立大学」との３大学間で締結した、、

連携に関する包括協定（平成18年10月20日締結）に基づき、３大学間での共同
３．研究活動の推進 研究等の促進を目指し、それぞれの大学の教員、研究者、大学院生等が一堂に

○研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況 会して情報交換等を行う「第３回３大学連携フォーラム」を平成19年12月に開
教育研究経費のうち一定額を 応募のあった計画内容等を審査して配分する 教 催した。、 「

」 、 、 。育研究推進事業 により 学内に競争的環境を設け 研究の活性化を図っている
平成19年度においても、研究推進本部において審査を行い、継続６件、新規55 ４．社会連携・地域貢献、国際交流等の推進

件、合計61件の事業に総額 千円の支援を行った。 ○大学等と社会の相互発展を目指し、大学等の特性を活かした社会との連携、57,165
地域活性化・地域貢献や地域医療等、社会への貢献のための組織的取組状況

○若手教員、女性教員等に対する支援のための組織的取組状況 社会との連携及び社会貢献事業等に関する組織整備として、平成19年４月に
応募のあった計画内容等を審査して配分する 教育研究推進事業 に特別枠 若 「社会連携推進室」を設置した。同推進室を中心に、京都府北部地域における「 」 （

手研究者支援事業）を設け、若手教員（37歳以下）を支援している。平成19年度 地域貢献事業の拠点として平成18年９月に設置した「京丹後キャンパス（地域
は、25件10,190千円を支援した。 連携センター 」において 「KIT京丹後セミナー 「京丹後市起業アイデアコ） 、 」、

女性教員の支援については 「人事基本方針 （平成17年７月24日役員会承認） ンペティション 「京丹後市赤坂工業団地壁画作成事業 「京丹後キャンパス、 」 」、 」、
において女性の雇用促進を図る目標（当面教員は10％、教員以外は30％）を設定 ・ウッドデッキ制作事業」などの地域活性化・地域貢献等の事業を実施した。
するとともに 「人材確保のガイドライン （平成18年３月29日役員会承認）に、 」
おいて男女共同参画社会の実現に向け講じる措置を定めている （平成19年度末 ○産学官連携、知的財産戦略のための体制の整備・推進状況。

、 「 」、現在の女性教員比率は7.3％、教員以外の女性比率は23.8％） 産学官連携活動の一層の推進のため これに関わる 地域共同研究センター
「大学院ベンチャー・ラボラトリー」及び「インキュベーションセンター」が

○研究活動の推進のための有効な組織編成の状況 連携して、円滑かつ効果的に同活動を推進する体制整備として、平成17年10月
本学の研究の推進に関する事項等について企画、実施する組織として「研究推 に｢産学官連携推進機構｣を設置した。同機構を中心に平成19年度も科学技術相

進本部 （平成16年５月20日）を設置し、体制整備を行った。研究推進本部は、 談（66件）等の活動を行った結果、共同研究が164件（149,714千円 、受託研」 ）
「教育研究推進事業」のうち研究事業について審査・評価を行い適切な支援を行 究が78件（426,024千円）であった。
うなど、各種研究推進策を実行している。 また 「知的財産戦略大綱 （平成14年７月３日）を踏まえ、知的財産のより、 」

また、本学がその特色を生かして重点的に推進すべき教育研究プロジェクトを 効果的な創出、保護及び活用を図るため 「知的財産ポリシー」及び「発明等、
遂行するため 平成17年度から 教育研究プロジェクトセンターを設置している 規則」を制定するとともに、知的財産の審査・運用管理等を行う体制整備とし、 、 。

同センターは時限を付して設置し、活動内容等を年度毎に審査し、継続の可否 て 「知的財産本部」を平成16年９月に設置した。知的財産本部室員には、学、
を決定することとしている。平成19年度には、設置期限が到来する４センターに 内の理事及び教員のほか、学外有識者として弁理士、企業ＯＢ並びに知的財産
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管理アドバイザー（ 社）発明協会」派遣・平成17-19年度）を招聘しており、「（
より広い社会的視野に立った知的財産運用方針の策定を期している。

この体制の下、学術研究の成果を権利化し、社会に還元すべく、知的財産に関
する知識の啓発（冊子「知的財産の取扱い」の配付（平成17年12月・平成18年12
月 、近畿経済産業局主催のセミナーの開催など）を実施するとともに、同本部）
室員 企業OB が研究室を訪問して 知的財産の発掘を行っている さらに 発（ ） 、 。 、「
明等規則」に基づき 「出願時補償 「実施補償 「持分譲渡補償」等の補償金、 」、 」、
還元制度を整備することにより、発明者のインセンティブ向上を図っている。

○国際交流、国際貢献の推進のための組織的取組状況
国立大学法人化を契機に、国際交流全般に関する事項について、企画・立案・

実施する「国際交流センター」を平成16年６月に設置し、組織的に国際交流、国
際貢献推進のための取組を行っている。

平成19年度には、教育研究及び技術協力を推進するため 「国際基幹技術者養、
成教育プログラム開発事業」を平成18年度に引き続き実施した。

また、教育研究における国際交流を推進するための環境整備として、交流協定
締結校の増加に向けて情報収集や折衝を継続的に行い、平成19年度は、８大学と
新規に協定を締結した。同時に、質の高い国際交流活動を行うため、実質の伴わ
ない協定や必要な水準に達しない協定についての見直しを行い、平成19年度に更
新の時期をむかえた大学について、過去５年間の交流実績を調査の上、交流協定
に係る評価基準に基づく実施計画書の項目に照らして、継続の可否を国際交流
センターで審議した結果、４大学について更新しないこととした。新規締結及び
見直しを行った結果、交流協定の締結機関は、平成20年３月末現在、42大学・機
関となった。

○社会連携・地域貢献、国際交流等の推進に関する他大学等との連携・協力につ
いての状況
本学繊維科学センターを中心に、海外の協定締結大学等を中心とする研究機関

等と平成18年度に準備を進めた「次世代型繊維科学研究ネオ・ファイバーテクノ
ロジーの学術基盤形成」事業が「 独）日本学術振興会」の平成19年度アジア・（
アフリカ学術基盤形成事業として採択された。本事業において本学は日本におけ

、 、るグルーピングの中核として 新しいバイオベース繊維の研究と人材育成により
アジア・アフリカ地域の課題解決に貢献することを目指している。初年度である
平成19年度は、本事業の参加大学（本学、東華大学、浙江理工大学、香港理工大
学、嶺南大学、ハノイ工科大学、ヘルワン大学）を中心として、各国の研究者の
集まる国際研究集会の第一回を10月に本学で、第二回を１月にヘルワン大学（エ
ジプト・アラブ共和国）で開催したほか、研究者の招聘・派遣等の交流を積極的
に行った。




